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１ 一宮市の行政評価 

複雑・多様化した市民ニーズや地域特有の課題、社会潮流の変化に対応するために、

本市の目指す方向性と取組を施策として明示した「第７次一宮市総合計画」が2018年

度からスタートしました。 

本市の行政評価は、この「第７次一宮市総合計画」の進捗管理を行い、計画の目標を

達成することを主な目的とし、計画に掲げられた施策および施策に関連する事業の評価

を行います。 

これらの評価結果に基づき、必要な改善策を検討・実施し、PDCAサイクルを運用し

ていくことで、「第７次一宮市総合計画」を効果的かつ効率的に実現していきます。 

２ ねらい 

（１）効果的かつ効率的な市政の追求

限られた財源のもとで、第７次一宮市総合計画を実現するため、業務の手段や

進め方を絶えず点検・改善し、効果的かつ効率的な行政経営を行います。

（２）説明責任の向上

成果をできる限り客観的かつ論理的にわかりやすく検証することにより、市政

の透明性を高めます。

（３）職員の意識改革 

職員一人一人が、自分の仕事の目的と成果を常に念頭に置き、コスト意識を持

って仕事を行います。 

３ 評価対象 

第７次一宮市総合計画の施策と、施策に関連する事業を対象とします。 

（１）施策評価 

第７次一宮市総合計画に掲げられた全35施策を対象とします。 

（２）事業評価 

各施策に関連する事業として、2024年度実施計画に掲載した484事業（延

べ数）を対象とします。 
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４ 評価方法

（１）施策評価 

施策の進み具合を測るために設定した「成果指標」と、市民アンケート調査等

により市民の体感を問う「市民の体感指標」の現状値を毎年度把握し、その評価

結果を組み合わせて「施策の評価結果」とします。 

ア 成果指標による評価 

後期基本計画における個々の成果指標の進捗状況を、基準値、2024年度

の現状値および目標値の３つの数値から算定し、「Ａ」～「Ｄ」の４段階で評

価します。なお、基準値、現状値および目標値については次のとおりです。 

・基準値：2022年度中に把握した数値 

・現状値：計画の進捗管理のため、毎年度把握する数値 

・目標値：後期基本計画の最終年度である2027年度の目標となる数値 

施策に複数の成果指標がある場合は、個々の成果指標の評価結果に基づい

て、施策の成果指標の評価結果「Ａ」～「Ｄ」の4段階にまとめます。なお、

成果指標が１つの施策は、その指標の評価結果をもって、施策の成果指標の

評価とします。 

【成果指標による評価結果の内容】 

Ａ 目標値に向けて、良好に推移している  

Ｂ 目標値に向けて、概ね良好に推移している  

Ｃ 目標値に向けて、低調に推移している  

Ｄ 目標値に対して、悪化している  
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イ 市民の体感指標による評価 

後期基本計画における市民の体感指標の推移状況を、長期的推移（基準値

との比較）と短期的推移（前年度現状値との比較）の関係から「ａ」～「ｄ」

の４段階で評価します。なお、長期的推移と短期的推移の把握においては、

アンケート調査による標本誤差を考慮します。 

【市民の体感指標による評価結果の内容】 

ａ 基準値および前年度現状値と比較して、良好に推移している 

ｂ 基準値および前年度現状値と比較して、概ね良好に推移している 

ｃ 基準値および前年度現状値と比較して、低調に推移している 

ｄ 基準値および前年度現状値と比較して、悪化している 

ウ 施策評価 

成果指標の評価結果「Ａ」～「Ｄ」と、市民の体感指標の評価結果「ａ」

～「ｄ」を並べて「Ａａ」（最高評価）～「Ｄｄ」（最低評価）の16段階で

評価します。さらに、成果指標の評価結果と、市民の体感指標の評価結果に

乖離（「Ｄａ」または「Ａｄ」）が生じていないかを確認します。 

（２）事業評価 

以下の3つの観点に基づいて評価します。 

観点 内容 

必要性 

・事業の性質からみて、市が関与する必要があるか 

・社会環境や市民ニーズ等から、事業を実施することが妥当か 

・施策目的から、事業を実施することが妥当か 

有効性 ・事業活動の状況からみて、事業の目標を達成しているか 

効率性 
・コストの状況からみて、前年度と比較して、効率的に事業を進め

ているか 

必要性の評価結果は、「○」（必要性あり）、「要検討」のいずれかとなります。

有効性の評価結果は、「★★★」（目標を達成）、「★★」（目標を概ね達成）、「★」

（改善が必要）の３段階となります。また、実施できなかった事業など、評価で

きない事業は「-」（評価不能）としています。効率性の評価結果は、「★★★」（前

年度と比較して効率が上がった）、「★★」（前年度と比較して概ね変わらなかった）、

「★」（前年度と比較して効率が下がった）の３段階となります。また、実施できな

かった事業や、前年度と内容が大きく変わった事業など、評価できない事業は「-」

（評価不能）としています。 
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５ 施策評価の結果

（１）概要 

成果指標の評価結果は、全35施策のうち「A：良好」が13施策（37.1%）、

「B：概ね良好」が９施策（25.7%）、「C：低調」が８施策（22.9%）、「D:悪化」

が５施策（14.3%）という結果になりました（図１参照）。 

また、市民の体感指標の評価結果は、「a：良好」が4施策（11.4%）、「b：概

ね良好」が28施策（80.0%）、「c：低調」が1施策（2.9%）、「d:悪化」が２施

策（5.7%）という結果になりました（図２参照）。 

施策別の評価結果の一覧は、５頁「施策評価の結果一覧表」の通りです。 

また、各施策の評価結果の詳細については、各施策評価シートに記載していま

す。 

（２）改善計画等 

評価結果に応じて、施策の今後の方向性・改善計画を検討しました。特に、評

価結果が「Ｄ：悪化」となった4つの施策については、成果指標の現状値の早

急な改善を目指して、関係課全体で改善計画を検討・推進していきます。 

施策の改善計画等は、各施策評価シート「10．今後の方向性・改善計画」に

記載しています。 

A：良好

37.1%

B：概ね良好

25.7%

C：低調

22.9%

D：悪化

14.3%

図１ 成果指標
ａ：良好

11.4%

ｂ：概ね良好

80.0%

ｃ：低調

2.9%

ｄ：悪化

5.7%

図２ 市民の体感指標

※小数点以下第2位を四捨五入しているため、個々の値の合計が100％とならない場合があります。
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施策評価の結果一覧表

Plan/ 

Manage

ment

施策 

番号 
施 策 名 

成果指標 

Ａ～Ｄ 

市民の 

体感指標 

ａ～ｄ 

施策評価 

Plan１ 

1 健康寿命の長いまちづくりに取り組みます D b Db 

2 安心して子育てができる環境をつくります B d Bd 

3 適切な医療を受けられる体制を整えます A b Ab 

4 
高齢者が安心していきいきと暮らせるよう

支援します 

A b Ab 

5 障害者福祉の充実を図ります A b Ab 

Plan２ 

6 
ごみを適正に処理し資源のリサイクルを推

進します 

B b Bb 

7 地球温暖化防止に取り組みます B b Bb 

8 環境教育を推進します A a Aa 

9 水と緑を活かしたまちをつくります D b Db 

10 良好な生活環境を確保します B b Bb 

11 総合的な住宅対策に取り組みます B b Bb 

12 公共交通網の整備を進めます A b Ab 

13 
歩行者や自転車が安全に通行できる交通環

境を整備します 

D b Db 

Plan３ 

14 災害に強い社会基盤整備を進めます B b Bb 

15 自主防災力の向上を図ります A a Aa 

16 火災や救急に対する体制の強化を進めます B b Bb 

17 交通事故を減らす取組を進めます C c Cc 

18 防犯対策を進めます C b Cb 

Plan４ 

19 既存産業や次世代産業の育成を支援します A b Ab 

20 意欲を持って働けるよう就労支援を進めます D b Db 

21 女性の活躍できる環境をつくります C b Cb 

22 
魅力があり持続的発展性のある農業を支援

します 

B b Bb 

23 幹線道路の整備を進めます A b Ab 
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Plan/ 

Manage

ment

施策 

番号 
施 策 名 

成果指標 

Ａ～Ｄ 

市民の 

体感指標 

ａ～ｄ 

施策評価 

Plan５ 

24 
子どもから青少年まで健全に育つ環境をつ

くります 

C b Cb 

25 学校教育施設を整備します A d Ad 

26 特色ある教育活動を実施します C b Cb 

27 
する・みる・ささえるスポーツ活動を支援

します 

A b Ab 

28 歴史・文化に親しめる環境を整えます C b Cb 

Manage

ment１

1 子育て世代に選ばれるまちをつくります D b Db 

2 
訪れてみたいまち、交流が盛んなまちをつ

くります 

B b Bb 

Manage

ment２

3 健全な財政運営に努めます A b Ab 

4 公共施設の適切な維持管理に努めます C b Cb 

5 
情報通信技術（ICT）を積極的に利活用し

ます 

A a Aa 

6 適切な情報発信を行います C a Ca 

7 市民との協働を進めます A b Ab 
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６ 事業評価の結果

（１）概要 

必要性については、評価対象となる484事業（延べ数）のうち、必要性あり

が482事業（99.6％）、要検討が2事業（0.4%）という結果になりました。 

有効性については、同484事業のうち、事業の目標を達成した事業（「★★

★」）が239事業（49.4％）、目標を概ね達成した事業（「★★」）が203事業

（41.9%）、目標達成に向けて改善が必要な事業（「★」）が38事業（7.9%）、

評価不能の事業（「-」）が4事業（0.8%）という結果になりました。 

効率性については、同484事業のうち、前年度と比較して効率が上がった事

業（「★★★」）が66事業（13.6%）、前年度と比較して概ね変わらなかった事

業（「★★」）が213事業（44.0%）、前年度と比較して効率が下がった事業

（「★」）が133事業（27.5%）、評価不能の事業（「-」）が72事業

（14.9%）という結果になりました。 

事業評価の結果は、各施策評価シートの「７．施策実現に向けて実施した事業

（実施計画に掲載した事業）とその評価結果」に記載しています。 

（２）改善計画 

目標達成に向けて改善が必要な事業（「★」）について、原則として、次年度の

評価結果を改善するための改善計画を検討・推進していきます。 

また、事業の目標を達成した事業（「★★★」）、目標を一部達成できなかった

事業（「★★」）であっても、施策の評価結果が悪い場合には、成果指標を改善す

るために必要に応じて改善計画を検討・推進していきます。 

事業の改善計画のうち、成果指標の評価結果の改善に効果があるものは、各施

策評価シート「10．今後の方向性・改善計画」に記載しています。 
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７ 市民から見た評価

第７次一宮市総合計画の進み具合について、市民ワークショップを実施しました。 

成果指標の評価結果が「C」「Ｄ」の施策について、関する市の取り組みが「十分で

ある、どちらともいえない、不十分である」のいずれかで評価いただきました。 

延べ回答数76件のうち、「○：十分である」が7件（9.2%）、「△：どちらともい

えない」が43件（56.6%）、「×：不十分である」が26件（34.2%）という結果に

なりました（図3参照）。 

施策ごとの評価の割合と、ワークショップで出た意見の一部は、各施策評価シート

「9．市民の意見」に記載しています。 

○：十分である

9.2%

△：どちらともいえない

56.6%

×：不十分で

ある

34.2%

図3 市民の意見
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８ 施策評価シート 

（１）施策評価シートの見方（次頁と見開き） 

①

②

③

②

↗ 84.1 82.8 83.9

現状値
基準値

精密検査受診率（％）

健康寿命（平均自立期間）の延伸（女性）（年）

健康寿命（平均自立期間）の延伸（男性）（年）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

グ
ラ
フ

①

方向 2023

↗

なし

Ｄａ

今回

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

Ｂｄ Ｂｃ

市民の
体感指標

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られ
るが、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

成果指標と体感指標の乖離

②
　コロナ禍の感染対策の行動がフレイルから要介護状態につながったため、
0.7ポイント低下しており、目標値から乖離している。

成果
指標

①

Ａａ

③

Ｃａ

前回

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

　コロナ禍において、感染対策としての外出控えなどからフレイル(健康状態が良好な方と要介護状
態の中間にある方）が要介護状態に陥った状況があったことが2024年現状値（2022年実績値）に
影響したと推測する。

５．施策評価

Ｄｂ

４．指標の分析 ６．進捗状況マトリクス

　コロナ禍にありながら、前年に比べて受診控えをする人が少なかったた
め、1.1ポイント上昇しているものの、目標値から乖離している。

Ｃｄ Ｃｃ Ｃｂ

Ｂｂ Ｂａ

　コロナ禍の感染対策の行動がフレイルから要介護状態につながったため、
0.7ポイント低下しており、目標値から乖離している。 Ａ

成
果
指

標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ

現状値
基準値

グ
ラ
フ

概ね良好

ｂ

市民の体感指標（％）

健康の維持、増進に取り組める環境が整っていると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

58.6 60.5 55.0

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

③

悪化

Ｄ

評価結果

90.0 Ｄ

↗ 80.2 80.5 79.8

Ｄ84.884.4 84.4 83.7

81.2 Ｄ

目標値 個別

(2027) 評価

健康寿命の長いまちづくりに取り組みます

１．成果指標による評価

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

施策１

55

60

65

70

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan１ 健やかにいきる

83.0
84.0
85.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

80
85

90

95

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

79.0
80.0
81.0
82.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

 各成果指標に

ついて、基準値、

現状値、目標値

を記載していま

す。

 また、各成果指

標の状況が視覚

的にわかるようグ

ラフを記載してい

ます。

 市民の体感指標

について、基準値、

現状値を記載して

います。

 また、市民の体感

指標の状況が視覚

的にわかるようグラ

フを記載していま

す。

施策に影響を

及ぼしていると考

えられる社会的な

兆しや動向、本市

以外の主体の動

きや影響について

記載しています。

各成果指標と

市民の体感指標

について、分析を

記載しています。

成果指標と体感指標の評価結果が乖離している場合（「Ad」または「Da」の場合）に「あり」と記載しています（乖離の要因や

必要に応じた改善計画は「10．今後の方向性・改善計画」に記載）。

 各成果指標の評

価結果を「A」から

「D」の 4段階で記

載しています。

 各成果指標の

評価結果をまと

め、「A」から「D」

の４段階で記載

しています。

市民の体感指標

の評価結果を「a」か

ら「d」の４段階で記載

しています。

 成果指標と

市民の体感指

標の評価結果

を合せて施策

の評価結果を

「Aa」から「Dd」

の 16段階で

記載していま

す。

 施策の評価

結果を視覚的

に明らかにする

ため、マトリクス

上に、前回と今

回の評価結果

を表示していま

す。

 右上が目指

す状態、左下

が最低の状態

です。
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（前頁と見開き） 

（２）各施策の施策評価シート 

全 35施策の施策評価シートを次頁以降に掲載しています。 

 2024 年度

実施計画に掲

載した事業に

ついて、「事業

展開の方向

性」「事業名」

「担当課」を記

載しています。 

 実施計画に掲

載した事業につい

て、事業評価の

結果を記載してい

ます。 

 必要性は「○」

または「要検討」

の２段階評価、有

効性と効率性は

「★」～「★★★」

の 3段階評価で

す。 

 評価できない事

業は「-」としてい

ます。 

 必要性の評価

結果が「要検

討」の事業につ

いて、事業の見

直しの内容を記

載しています。 

 施策を推進し

ていくための今

後の方向性や

改善計画につ

いて、施策に関

連する主な事

業の改善計画

を含めて記載し

ています。 

 成果指標の

評価結果が

「C」「D」の施策

について、総合

計画ワークショ

ップの結果とし

て、ワークショッ

プに参加した市

民の評価結果

（○、△、×の

割合）と、評価

の理由や施策

を良くするため

に「私たちにで

きること」の意

見を記載してい

ます。 
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①

②

③

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

健康寿命の長いまちづくりに取り組みます

１．成果指標による評価

目標値 個別

(2027) 評価

↗ 80.2 80.5 79.8

Ｄ84.884.4 84.4 83.7

81.2 Ｄ

評価結果

90.0 Ｄ

悪化

Ｄ

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

③

市民の体感指標（％）

健康の維持、増進に取り組める環境が整っていると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

58.6 60.5 55.0

現状値
基準値

グ
ラ
フ

概ね良好

ｂ

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

　コロナ禍において、感染対策としての外出控えなどからフレイル(健康状態が良好な方と要介護状態
の中間にある方）が要介護状態に陥った状況があったことが2024年現状値（2022年実績値）に影響
したと推測する。

５．施策評価

Ｄｂ

４．指標の分析 ６．進捗状況マトリクス

　コロナ禍にありながら、前年に比べて受診控えをする人が少なかったため、
1.1ポイント上昇しているものの、目標値から大きく乖離している。

Ｃｄ Ｃｃ Ｃｂ

Ｂｂ Ｂａ

　コロナ禍の感染対策の行動がフレイルから要介護状態につながったため、
0.7ポイント低下しており、目標値から大きく乖離している。 Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ

市民の
体感指標

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

成果指標と体感指標の乖離

②
　コロナ禍の感染対策の行動がフレイルから要介護状態につながったため、
0.7ポイント低下しており、目標値から大きく乖離している。

成果
指標

①

Ａａ

③

Ｃａ
前回

なし

Ｄａ
今回

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

Ｂｄ Ｂｃ

②

↗ 84.1 82.8 83.9

現状値
基準値

精密検査受診率（％）

健康寿命（平均自立期間）の延伸（女性）（年）

健康寿命（平均自立期間）の延伸（男性）（年）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

グ
ラ
フ

①

方向 2023

↗

施策１

55

60

65

70

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan１ 健やかにいきる

83.0
84.0
85.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

80
85
90
95

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

79.0
80.0
81.0
82.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

○

△

×

10．今後の方向性・改善計画

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★ ★★

決算

540

702

6,629

284,293

健康づくり支援団体補助事業（健康づくりサポーター事業） 健康支援課 ○
健康的な生活習慣づく
りの推進

★★★ ★

★★

健康づくり支援団体補助事業（健康づくり食生活改善推進事業） 健康支援課 ○ ★ ★★

健康相談事業 健康支援課 ○ ★★★

保険年金課 ○

389,694

★★

国民健康保険特定健康診査・特定保健指導事業

○

★★

○ ★★ ★★

8,227

607,500がん検診事業

○ ★★保険年金課人間ドック事業 ★

保健総務課

保健総務課

成人保健の充実

後期高齢者医療健康診査受託事業 保険年金課 ○ ★★

★★

20,221

-新保健所整備事業

歯科健康診査事業 ○ ★★

結核予防事業

予防接種事業

保健総務課

987,588

26,958

24,718保健予防課感染症予防事業

感染症対策の推進

1,006,377

★

★★

保健予防課 ○ ★★★ ★

保健予防課 ○ ★★

○ ★★

事業名 見直しの内容

評価結果 評価の理由、市民が考えた「私たちにできること」等

十分である 10.0% ・人間ドックや検診を受けることができるようになってきた。
・病院が多いこと自体はよい
・あまり市からのアプローチを感じない
・市民団体やサークルに参加してみる

どちらともいえない 80.0%

不十分である 10.0%

関係課

保健所　保健総務課 保険年金課、保健予防課、健康支援課

　引き続き、糖尿病や高血圧などの生活習慣病の発症予防・重症化予防のため、幅広い対象の健康意識を高め、個人の行動
と健康状態の改善につながるよう事業を推進していく。

主担当部・課
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①

②

③

現状値
基準値

乳幼児健康診査の受診率（％）

待機児童数（放課後児童クラブ）（人）

待機児童数（保育園）（人）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

方向 2023

②
　施設整備などにより定員増を図ってきたものの、利用人数に地域差があるた
め、20人増加（悪化）しており、目標値から乖離している。

今回
成果
指標

①

②

↗ 96.0 96.7 97.8

グ
ラ
フ

①

Ｃｄ Ｃｃ

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・「子育て支援」や「働き方改革」が国においてもメインテーマになっている。
・少子化の進行や核家族化など社会情勢の変化や、働く女性の増加、職業・就労形態の多様化などに
より、仕事と子育てを両立できる環境整備の必要性が高まっている。
・地域のつながりの希薄化から子育てに孤立感や不安感、負担感を抱く人が増えている。
・身近で気軽に相談ができ、親同士の交流や子育てに関する情報を共有できる環境の整備が求められ
ている。

５．施策評価

Ｂｄ

４．指標の分析 ６．進捗状況マトリクス

市民の
体感指標

　待機児童増加のため、前年度現状値との比較、基準値との比較において、そ
れぞれ11.1ポイント、12ポイント低下し、悪化している。

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

③
　例年の個別通知と受診勧奨のため、1.1ポイント上昇しており、目標値に向
けて良好に推移している。

Ｂｄ Ｂｃ

　保育園、認定こども園、小規模保育事業所などで定員を確保することによ
り、目標値を達成している。 Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ Ａａ

Ｃａ

Ｂａ

Ｃｂ

前回

Ｂｂ

③

市民の体感指標（％）

安心して子育てができていると思う人の割合 75.4 74.5

基準値
2026

評価結果
2027

グ
ラ
フ

悪化

ｄ

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

現状値

2023 2024 2025

63.4

概ね良好

Ｂ

Ｃ

評価結果

99.0 Ａ

→ 0 0 20

0 Ａ→ 0 0 0

0

目標値 個別

(2027) 評価

安心して子育てができる環境をつくります

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

１．成果指標による評価

施策２

63
68
73
78
83

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan１ 健やかにいきる

0
10
20
30

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

94
96
98
100

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

0

5

10

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

0人 0人 0人

0人 0人0人

0人
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

特別保育事業（休日保育）

特別保育事業（病児・病後児保育）

特別保育事業（障害児保育）

医療的ケア児保育事業

子ども・家庭の状況に応
じた支援の充実

民間活力活用による公立保育園施設整備事業

外割田保育園建設事業

放課後子ども教室事業

母子･父子家庭等医療費助成事業

こんにちは赤ちゃん訪問・新生児産婦訪問事業

出産・子育て応援給付金給付事業

低所得の妊婦に対する初回産科受診料支援事業

医療的ケア児等総合支援事業

重層的支援体制整備多機関協働事業

児童扶養手当支給事業

一宮市遺児手当支給事業

一宮市遺児一時金支給事業

児童虐待防止推進事業

子ども悩みごと相談事業

3,592,376

保育課 24,335

保育課 57,279

保育課 117,358

保育課 23,857

★★★ ★

★★★

○ ★★★ -

○ ★★★ ★★★

○ ★★★ ★★★

○ ★★★ ★★

○ ★★★ ★

公園・緑地整備事業 公園緑地課

保育園の施設整備事業

私立保育園の運営・整備助成事業 保育課

子育て支援ネットワーク事業

仕事と子育ての両立支
援

保育課

保育事業 保育課

青少年課 43,835

保育課

1,429,840

95,096

★★

55,902

63,463

★★★

保育課 ○ ★★

12,600

○ ★★★

○ ★★★保育課 53

★

○ ★★ ★

保育課

ファミリー･サポート･センター事業 保育課 ○ ★★★ ★6,188

★★★

61,937

認定こども園の運営・整備助成事業 ○

特別保育事業（乳児保育） 保育課 ○ ★★★ ★

特別保育事業（延長保育） ○

○ ★★ ★★

放課後児童クラブ運営事業 子育て支援課 ○ ★★773,915

914

★★

★

婚活支援事業 青少年課 ○ ★★ -

特別保育事業（一時保育） 保育課 ○ ★★★81,319

1,595

★

公園施設長寿命化対策事業 公園緑地課 ○ ★★★ ★

○ ★★ ★

木曽川河川敷公園整備事業 公園緑地課 ○ ★★★

92,259

9,298

50,710

★

保育料減免事業 保育課 ○ ★★★ ★★

子ども一時預かり事業

★★★

保育課 ○ ★★★9,430

44,668

児童館の整備事業 子育て支援課 ○

★★★

保育課 ○ ★★ ★

子育て支援課 ★★

-

★★

子育て支援課 ○ ★★ ★★★

子育て支援課 ○ ★★★

○ ★★

0

1,354

55,104

341,893

451,253

○

児童館管理運営事業

子育て支援センター事業 66,868

健康支援課

安心で楽しい子育ての
推進

生涯学習課

児童遊園等管理事業

子育て支援サイト・アプリ運用事業

○ ★★子ども医療費助成事業 保険年金課

★★★

2,075,153

-子育て支援サイト・アプリ運用事業

○ ★★★ ★

10,201

5,963母子健康包括支援センター事業

○ ★★★健康支援課こんにちは赤ちゃん訪問・新生児産婦訪問事業 ★★

健康支援課

○ ★★★ ★★

未熟児養育医療給付事業 保健総務課 ○ ★★★ ★

予防接種事業 保健予防課 ○ ★★

健康支援課 ○

71,496

★★

妊産婦健康診査事業

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★★ ★

決算

85,580

28,424

987,588

288,995

小児慢性特定疾病医療等給付事業 保健総務課 ○ ★★★ ★

親と子どもの健康づくり

乳幼児健康診査事業 健康支援課

母子生活支援施設入所相談事業

高等職業訓練促進給付事業

母子父子寡婦福祉資金貸付事業

特別保育事業（障害児保育）

★★

保険年金課 ○ ★★★ ★★

健康支援課 9,836 ○ ★★★ ★★

○ ★★

健康支援課 217,830 ○ ★★★ ★★

312,734

○ ★★ ★★

1,269,913

子育て支援課 104,820

子育て支援課 12,992 ○ ★★ ★★

子育て支援課 ○ ★★ ★★

○ ★ -

福祉総合相談室 2,519 ○ ★★ -

福祉総合相談室 33,278 ○ ★ -

健康支援課 12

保育課 117,358 ○ ★★★ ★★

子ども家庭相談課 16,094 ○ ★ ★

子ども家庭相談課 5,590 ○ ★★★ ★★★

子ども家庭相談課 56,393 ○ ★★★ ★★★

子ども家庭相談課 7,482 ○ ★ ★

子ども家庭相談課 7,271 ○ ★★ ★
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８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

事業名 見直しの内容

　引き続き、仕事と子育てを両立できる環境整備を進めるとともに、子育てに対する孤立感や不安感、負担感を抱く人が1人
でも少なくなるよう、気軽に相談できる体制、親同士の交流や子育てに関する情報を共有できる環境の整備を進めていく。

主担当部・課 関係課

子ども家庭部　子育て支援課
保険年金課、保健総務課、保健予防課、健康支援課、福祉総合相談
室、子ども家庭相談課、保育課、青少年課、公園緑地課、生涯学習課
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①

②

③ 地域医療機関から市民病院への紹介率（％）

市立病院の看護職員の充足率（％）

市立病院の医師の充足率（％）

成果指標
20272024 2025 2026

②

↗ 76.9 79.2 81.0

市民の
体感指標

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

②
　退職補充ができなかったため、前年度現状値から3.1ポイント低下している
ものの、目標値に向けて概ね良好に推移している。

成果
指標

①

③
　病診連携を強化した結果、1.8ポイント上昇しており、目標値を達成してい
る。

Ｃｄ Ｃｃ Ｃｂ

前回・今回

ＢｂＢｄ Ｂｃ

　医局による医師派遣が継続されたため、目標値を達成している。 Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ Ａａ

Ｃａ

Ｂａ

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・持続可能な地域医療提供体制を確保するため経営強化プランを策定し、一宮市病院事業の経営強化
に総合的に取り組むことが求められている。
・近年の物価高により、医療機器、医薬品、消耗品、光熱水費そして人件費など、病院の運営に不可
欠なコストが急騰している。

５．施策評価

Ａｂ

４．指標の分析 ６．進捗状況マトリクス

基準値

グ
ラ
フ

概ね良好

ｂ
89.3

現状値

③

市民の体感指標（％）

自分に合った医療を受けていると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

90.1 90.0

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

良好
グ
ラ
フ

①

評価結果

75.0 Ａ

Ｂ

Ａ

→ 100.0 99.9 96.8

100.0 Ａ→ 100.0 100.0 100.0

100.0

指標の 目標値 個別

方向 2023

現状値
基準値

(2027) 評価

１．成果指標による評価

適切な医療を受けられる体制を整えます

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

施策３

85

90

95

100

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan１ 健やかにいきる

96.0

98.0

100.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

70
75
80
85

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

98.0

99.0

100.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

主担当部・課 関係課

病院事業部　市民病院事務局管理課 保健総務課、市民病院地域医療連携室、木曽川市民病院事務局業務課

施策の実現に向けて、引き続き各事業を継続する。

事業名 見直しの内容

★★

病診・病病連携事業 木曽川市民病院事務局業務課 ○ ★★ -

病診・病病連携事業 市民病院地域医療連携室 ○ ★★

★★

口腔衛生センター運営事業 保健総務課 ○ ★★★ ★★

休日急病診療所運営事業 保健総務課 ★★

○ ★★

休日等における
診療体制の整備

病院機能の充実

地域医療機関との連携

○

尾張西北部広域第二次救急医療事業 保健総務課 ○ ★★★

○ ★★★

○ ★★ ★★地域周産期母子医療センター事業 市民病院事務局管理課

★★ ★★救急医療・高度医療・特殊診療部門医療機器整備事業 木曽川市民病院事務局業務課

★★

市民病院事務局管理課 ○ ★★ ★★

市民病院事務局管理課救命救急センター事業

救急医療・高度医療・特殊診療部門医療機器整備事業

医療従事者研修事業 木曽川市民病院事務局業務課 ○ ★★ ★★★

医療従事者研修事業 市民病院事務局管理課 ○ ★★★ ★

院内保育所事業 市民病院事務局管理課 ○ ★★★
医療従事者の確保と
技術の向上

医師・看護職員確保事業 市民病院事務局管理課 ○ ★★ ★★

★

医師・看護職員確保事業 木曽川市民病院事務局業務課 ○

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★★ -

決算

121,933

77,600

69,182

0

6,035

343,125

595,707

659,826

13,756

5,580

0

49,170

22,537

51,691
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①

②

③

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

１．成果指標による評価

高齢者が安心していきいきと暮らせるよう支援します

目標値 個別

(2027) 評価

↗ 299 330 335

38,000 Ａ↗ 32,932 37,326 39,541

380

Ａ

Ａ

評価結果

18.2 Ｂ

良好

②
グ
ラ
フ

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

③

現状値

27.8 27.5 25.6

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027
基準値

グ
ラ
フ

概ね良好

ｂ

市民の体感指標（％）

高齢者への福祉サービスが整っていると思う人の割合

Ａａ

５．施策評価

Ａｂ

４．指標の分析 ６．進捗状況マトリクス

Ｃａ

前回

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・2024年1月には「認知症基本法」が施行され、 認知症の人が尊厳を保持しつつ希望を持って暮らす
ことができる社会の実現が求められている。
・高齢化が進み、特に75歳以上の後期高齢者の割合が増加していることに伴い、介護サービスを利用
している人の割合も増加しているため、介護予防の重要性がより高まっている。

Ｂａ

③
　後期高齢者の割合が増加しているため、0.2ポイント上昇（悪化）している
ものの、予測グラフに沿って概ね推移している。

Ｃｄ Ｃｃ Ｃｂ

今回

ＢｂＢｄ Ｂｃ

　認知症基本法が施行され、認知症への注目度が増したため認知症サポーター
養成講座の受講者が2215人増加しており、目標値を達成している。 Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ

市民の
体感指標

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

②
　通いの場事業の周知及び地域の通いの場の発掘を推進したことにより、5か
所増加しており、目標値に近づいている。

成果
指標

①

①

65歳以上で介護サービスを利用している人の割合（％）

地域の高齢者が出かけたくなるような通いの場の箇所数（か所）

認知症サポーター養成講座の累積受講者数（人）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

↘ 15.4 16.6 16.8

現状値
基準値

方向 2023

施策４

20

25

30

35

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan１ 健やかにいきる

250
300
350
400

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

14
16
18
20

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

30,000

35,000

40,000

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

34,873

1,797

33,278

1,248,301

45,902

13,985

224,577

17,010

10,612

0

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★ ★

決算

10,220

12,557

10,037

38,500

成年後見センター開設・運営事業 福祉総務課 ○ ★★★ -

住み慣れた地域で安心し
て暮らすための仕組みづく
り

認知症サポーター養成講座事業 高年福祉課 ○ ★★ ★

在宅医療・介護連携推進事業 高年福祉課 ○ ★★ ★★

認知症初期集中支援推進事業 高年福祉課 ○ ★

高年福祉課 ○

775

★★

認知症地域支援推進員設置事業

○ ★★ ★★

8,920

230,760地域包括支援センター事業

○ ★★高年福祉課家族介護用品給付事業 ★★

高年福祉課

★成年後見制度利用支援事業 高年福祉課

★★

6,923

★★緊急連絡通報システム設置事業

ねたきり高齢者等見舞金支給事業

配食サービス事業

高年福祉課 ○

軽費老人ホーム利用料補助事業 高年福祉課 ○

養護老人ホーム・生活支援ハウス事業

高齢者福祉タクシー料金助成事業

○ ★★

高年福祉課 ○ ★★ ★★

高年福祉課 ★★

★★

★★

高年福祉課 ○ ★★ ★★

高年福祉課 ○ ★★★

○ ★★★

40,029

154,676

40,116

125,392

182,376

-

重層的支援体制整備多機関協働事業 福祉総合相談室 ○ ★ -

難聴高齢者補聴器購入費助成事業

★★

高年福祉課 ○ ★★★

高齢期をいきいきと過ごす
ための介護予防と生きがい
づくり

★

生活支援体制整備事業 高年福祉課 ○ ★★ ★★

あんしん介護予防事業 高年福祉課 ○ ★

★★

老人クラブ補助事業 高年福祉課 ○ ★★ ★★

○ ★★ ★★

いきいきセンター事業 高年福祉課 ○

★★

介護基盤整備事業 介護保険課 ○ ★★ -

敬老事業 高年福祉課 ○ ★★★ ★★

適切な認定調査実施体制の確保事業 介護保険課 ○ ★★72,596

就労支援・就労の場の確保事業 高年福祉課

★★

介護ニーズに対応するた
めの介護保険事業の充実
と適正化 ★★

○ ★★★ ★★★

0

2,178

介護保険課 ○介護サービス事業者との連携事業

介護給付費適正化事業 介護保険課

-

事業名 見直しの内容

主担当部・課 関係課

福祉部　高年福祉課 福祉総務課、福祉総合相談室、介護保険課

昨年度と比べ施策評価も上がり、目標値に向けて概ね良好に推移していることから、現行事業を継続しつつ社会情勢に対応
した内容を検討していく。
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①

②

③

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

１．成果指標による評価

障害者福祉の充実を図ります

目標値 個別

(2027) 評価

52 66 90

500 Ａ455 508 574

60

Ａ

Ａ

評価結果

2,700 Ａ

良好

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

現状値

③

市民の体感指標（％）

障害者への福祉サービスが整っていると思う人の割合 34.0 31.5

グ
ラ
フ

①

②

基準値

グ
ラ
フ

概ね良好

ｂ
27.5

Ｂｃ

　グループホームが増えているため、66人増加しており、目標値を達成してい
る。 Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ Ａａ

Ｃａ

Ｂａ

Ｃｃ

５．施策評価

Ａｂ

４．指標の分析 ６．進捗状況マトリクス

Ｃｂ

市民の
体感指標

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

③
　発達障害など各種手帳を所持していない児童がサービスを利用する機会が増
えているため、171人増加しており、目標値に向けて良好に推移している。

成果
指標

① 前回・今回

Ｂｂ

2,375 2,466 2,637

Ｃｄ

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・施設入所者及び長期入院者等の地域移行が推進されており、その受け皿としてグループホームは必
要な社会資源となっており、株式会社の参入が増え、数は充足してきているが、サービスの質の向上
が求められており、国でも総量規制の対象とするか議論がされている。

・2023年度以降の民間企業における法定雇用率が段階的に引き上げられており、障害者雇用が推進さ
れている。

Ｂｄ

現状値
基準値

療育支援を受けている障害児の人数（人）

民間企業等へ就職した障害者の人数（人）

グループホームで生活している障害者の人数（人）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

方向 2023

②
　法定雇用率が引き上げられているため、24人増加しており、目標値を達成し
ている。

施策５

25

30

35

40

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan１ 健やかにいきる

50
60
70
80
90

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

2200
2400
2600
2800

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

450
500
550
600

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

雇用・就労の推進

障害福祉課 29,184 ○ ★★ ★

○ ★ ★

障害福祉課 310,573 ○ ★★ ★

障害福祉課 2,534,912 ○ ★★ ★

子ども発達支援課 11,728

○ ★★★ ★★

子ども発達支援課 91,466 ○ ★★★ ★★

子ども発達支援課 44,312 ○ ★★ ★

保育課 117,358

★★ ★★

障害福祉課 1,900,190 ○ ★★★ ★★

障害福祉課 14,980 ○ ★★ ★

702,333

障害福祉課 799,511 ○ ★★★ ★★

障害福祉課 273,145 ○ ★★ ★★

障害福祉課 10,969 ○ ★★★ ★★

障害福祉課 5,543 ○ ★★★ ★

★★

障害福祉課 ○

障害者手当給付事業

障害者自立支援医療(更生医療)給付事業

高額障害福祉サービス費等給付事業

身体障害者手帳交付事業

重度障害者受入れ補助事業

地域障害児支援体制強化事業

障害児相談支援事業

児童発達支援事業

放課後等デイサービス事業

保育所等訪問支援事業

特別保育事業（障害児保育）

児童発達支援センター事業

心身障害児親子通園事業（すぎの子教室・たけのこ園）

心身障害児親子通園事業（チューリップ教室・はとぽっぽ）

就労移行支援事業

就労継続支援事業

就労定着支援事業

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★ ★

決算

10,220

581

8

124

成年後見センター開設・運営事業 福祉総務課 ○ ★★★ -

成年後見制度利用支援事業 障害福祉課 ○ ★★★ ★★★

障害者虐待防止センター事業 福祉総合相談室 ○ ★★★ ★

成年後見制度利用支援事業 福祉総合相談室 ○ ★

障害福祉課 ○

2,850

★

啓発事業

差別の解消および権利
擁護の推進

○ ★★ ★★★

1,313,284

113,300相談支援事業

○ ★★★保険年金課障害者医療費助成事業 ★★

福祉総合相談室

地域生活支援の充実

-重層的支援体制整備多機関協働事業 福祉総合相談室

★★

33,278

★計画相談支援事業 ○

いずみ福祉園等指定管理事業 障害福祉課 ○

共同生活援助支援事業

日常生活用具給付事業 100,519

共同生活援助（グループホーム）事業

障害福祉課

○ ★

障害福祉課 ○ ★★★ ★★

障害福祉課 ★★

★

★

障害福祉課 ○ ★★★ ★

障害福祉課 ○ ★★★

○ ★★★

184,651

1,737,002

353,838

23,396

99,676

★★

移動入浴委託事業 障害福祉課 ○ ★★★ ★★

補装具費給付事業

★★★

障害福祉課 ○ ★★66,457

20,597

★★★

行動援護事業 障害福祉課 ○ ★★ ★

○ ★★ ★

同行援護事業 障害福祉課 ○ ★★★

1,459,645

17,276

53,658

★★

重度訪問介護事業 障害福祉課 ○ ★★ ★

配食サービス事業 障害福祉課 ○ ★★9,583

132,286

★

短期入所事業 障害福祉課 ○ ★★★ ★★

移動支援事業 障害福祉課 ○ ★★ ★★

福祉タクシー料金助成事業 障害福祉課 ○ ★★38,589

103,108

134,249

★★★日中一時支援事業

社会福祉施設等施設整備費補助事業 障害福祉課 ○ ★★★ ★★

15,836

30,700

★★

障害福祉課 ○ ★★★

2,910,364

居宅介護事業 障害福祉課

○ ★★★

★

自立訓練事業（生活訓練） 障害福祉課 ○ ★★ ★★

生活介護事業 障害福祉課 ○

地域活動支援センター事業 障害福祉課 ○ ★★ ★★

療養介護事業 ○ ★★★ ★★

○ ★★ ★

○ ★★★ ★★

障害福祉課 42,879

福祉総合相談室 26,180

障害福祉課 41,164

障害福祉課

施設入所支援事業

46,824

129,472

18,831

療育・保育環境の充実
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８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

事業名 見直しの内容

　障害者の民間企業等への就業については、より多くの方が就業いただけるように雇用・就労の施策を推進する。
　また、グループホームや放課後等デイサービス等の地域生活支援あるいは、療育環境の充実の項目については、特に強度
の行動障害を持つ方、重度の障害を持つ方、医療的ケアが必要な障害児・者に係る施策の充実に向けて、引き続き事業を推
進する。

主担当部・課 関係課

福祉部　障害福祉課
保険年金課、福祉総務課、福祉総合相談室、保育課、子ども発達支援

課
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①

②

③

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

１．成果指標による評価

ごみを適正に処理し資源のリサイクルを推進します

目標値 個別

(2027) 評価

823 779 758

14.0 12.6 12.5

790 Ａ

16.0

評価結果

36 Ａ

Ｄ

概ね良好

Ｂ

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

市民の体感指標（％）

ごみの適正な分別やリサイクルが行われていると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

78.1 78.0

基準値

78.5

現状値

ｂ

Ｂａ

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・地球温暖化による気候変動や資源枯渇、資材高騰、国際情勢の影響からの資源物循環体制の悪化が
話題となり、資源に対する関心は高くなっている。
・国では、資源の効率的な利用やリサイクルを進めることで環境への負荷が少ない「循環型社会」を
形成することを目指している。
・家庭では、ごみと資源の分別に対する意識が定着しリサイクルの重要性が認知されており、また企
業による包装・梱包容器の減量化や民間によるリサイクル活動が盛んになっている。

５．施策評価

Ｂｂ

４．指標の分析 ６．進捗状況マトリクス

グ
ラ
フ

概ね良好

③
　効果的なごみ処理と資源化を進めるとともに、焼却残渣のリサイクルをはじ
め、民間最終処分場等の利用により、目標値を達成している。

Ｃｄ Ｃｃ Ｃｂ

BｂＢｄ Ｂｃ

　市民のごみ分別意識の定着により、21ｇ減少しており、目標値を達成してい
る。 Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａａ

Ｃａ

前回・今回

市民の
体感指標

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

②
　民間事業者による回収の実施・回収ボックスの設置により回収量が減少した
ことと、容器の小型化や軽量化が進んだことにより、0.1ポイント低下してお
り、目標値から大きく乖離している。

成果
指標

①

②

96 102 127

現状値
基準値

最終処分場の利用可能残余年数（年月）※月数表示

ごみのリサイクル率（％）

市民一人あたりの一日分のごみの排出量（ｇ）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

グ
ラ
フ

①

方向 2023

③

施策６

70

75

80

85

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan２ 快適にくらす

10.0
12.5
15.0
17.5

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

24
60
96
132

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

750
775
800
825

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

ごみの排出マナー・減量意識の向上

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★★ ★★

決算

953

176

10,564

537,435

ごみ減量啓発事業 廃棄物対策課 ○ ★★ ★

★★リサイクルセンター管理事業

不燃ごみ収集事業 収集業務課 ○ ★★★ ★★

ごみ減量モニター事業 廃棄物対策課 ○ ★★★ ★

産業廃棄物適正処理推進事業 廃棄物対策課 ○ ★★

収集業務課 ○

93,720

★★

可燃ごみ収集事業

ごみの適正かつ効率的な処理
○ ★★★ ★★

42,172

469,559焼却施設管理事業

○ ★★★収集業務課粗大ごみ収集事業 ★★

施設管理課

★★★

124,858

58,045

ごみ処理の広域化・集約化事業

最終処分場延命化事業

施設管理課

357,245

最終処分場管理事業

空き缶・金属類リサイクル事業 収集業務課

資源回収事業

プラスチック製容器包装リサイクル事業

○ ★★★

収集業務課 ○ ★★★

○

施設管理課

収集業務課 ★

★

★★

施設管理課 ○ ★★★ ★★★

施設管理課 ○ ★★

○ ★★

○

★★

8,901

255,560

小型家電リサイクル事業 収集業務課 ○ ★★★ -

ペットボトルリサイクル事業

★★★

収集業務課 ○ ★★
資源のリサイクルの推進

★★

50,952

278,056

78,242

0

154,836 ★★

★★

下水汚泥の有効活用事業 施設保全課 ○ ★★

事業名 見直しの内容

主担当部・課 関係課

環境部　廃棄物対策課 収集業務課、施設管理課、施設保全課

「資源とごみの分け方・出し方辞典」やごみ分別アプリ「さんあ～る」の市民への周知により、ごみ分別の意識が定着して
きている。引き続き、市広報やSNS等でPRしていくが、リチウムイオン電池などについては、ごみ集積場所で収集すること
により、適正な分別の促進を図っていく。さらには、リユース（再利用）促進サイト「おいくら」、フードシェアリング
サービス「TABETE」や子ども服リユース事業「いちみんクローゼット」の活用促進を図り、さらなるごみの減量・リサイク
ル率の向上につなげていく。また、最終処分場の利用可能残余年数については、目標値に向けて良好に推移しているため、
今後も現在のごみ処理等を継続していきたい。
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① 温室効果ガス排出量（二酸化炭素換算）（ｔ）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

方向 2023

↘ 2,328,709 2,250,969 2,133,181

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

Ｃａ

前回・今回

Ｃｃ Cｂ

Ｂｃ Ｂａ

５．施策評価

Ｂｂ

６．進捗状況マトリクス

Bb

Ａｄ Ａｃ Bb Ａａ

グ
ラ
フ

概ね良好

ｂ

市民の体感指標（％）

地球温暖化防止に対する意識が市民に浸透していると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

評価結果

Ｂ

1,761,960 Ｂ

概ね良好

１．成果指標による評価

目標値 個別

(2027) 評価
基準値

現状値

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

地球温暖化防止に取り組みます

グ
ラ
フ

②

①

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

市民の
体感指標

　全国的に新型コロナウイルス感染症の影響による経済停滞を受けて、製造業
出荷額の低下及び飲食店等の時短営業を要因として産業部門、民生業務部門の
排出量が減少し、前年度より117,788ｔ減少（改善）しており、目標値に向け
て概ね良好に推移している。

①

成果
指標

19.7 21.3 21.3

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・米国はトランプ政権の下でパリ協定から離脱を表明し、前政権のグリーン投資支援の見直しを実
施。その一方で、EU、中国を始めとし、国際的な脱炭素に向けた動きは根強く引き続き進行中。
・日本においては改正GX推進法が2025年5月に成立し、排出量取引制度の法定化により、成長志向型
カーボンプライシング構想の実現に向け、脱炭素の動きは加速している。こうした政策動向を受け、
民間企業では直接的な利益につながる省エネへの投資が実施されている。

４．指標の分析

Ｃｄ

Ｂｄ

Ａ

成
果
指
標

D

現状値
基準値

施策７

15

20

25

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan２ 快適にくらす

1,500,000

2,000,000

2,500,000

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

主担当部・課 関係課

環境部　環境政策課 地域交通課、公園緑地課、施設保全課

家庭部門の温室効果ガス削減を進めるために再生可能エネルギー設備導入支援制度等で後押しするとともに、より多くの市
民が脱炭素に資する設備導入に関心をいただくように環境イベント等で直接訴える啓発活動を実施していく。
また「いちのみや気候変動対策アクションプラン2030」の2030年度に47％削減目標に向け、産業部門や業務部門の脱炭素
化への取り組みを促す支援を充実させ推進を図る。

事業名 見直しの内容

温室効果ガス排出量削減事業 施設保全課 22,473

環境教育事業 環境政策課地球にやさしいライフスタイルの選択 1,101

民有地緑化推進補助事業 公園緑地課 ○ ★★ ★

○ ★★★ -

1,729

0緑化推進啓発事業

○ ★★公園緑地課入学記念樹配付事業 ★★

公園緑地課

低炭素なまちづくりおよ
びスマートシティの推進

公共交通利用促進事業 地域交通課 ○ ★★

★★

○

○ -

★★★ ★★★

公園・緑地整備事業 公園緑地課

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★ ★

決算

137

32,473

8,252

92,259

温室効果ガス排出量の削減事業

住宅用地球温暖化対策設備設置補助事業 環境政策課 ○

環境政策課 ○ ★★ ★★★

○

5,163

★

★★ ★
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①

②

良好グ
ラ
フ

②

①

　基準値と比較して、環境に関する講座などの開催回数については17回、エコ
スクール運動参加者の環境意識向上度については3.7ポイント上昇し、良好に
推移している。

市民の
体感指標

　「エコスクール運動」を通じて地球にやさしい行動をするようになり、環境
意識向上度が基準値から3.7ポイント上昇して目標を達成している。

②

　世代ごとに特色を持たせた講座を実施し、開催数は昨年度から5回減少して
いるものの、目標値に向けて良好に推移している。

①

成果
指標

19.8 19.9 27.4

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・「地球温暖化」の進行による気候変動、生物多様性の喪失、マイクロプラスチックによる海洋汚染
の拡大など、さまざまな環境問題が地球規模で生じており、将来の担い手である子どもたちへの環境
意識への向上のための環境教育は極めて重要な意義を有している。
・世代ごとに特色を持たせた環境学習等の拡充が求められている。
・各世代に応じた教育や学習機会を提供し、脱炭素社会への理解を深める必要がある。
・指導者や専門的な技術、知識を持つ人材を育成する必要がある。

４．指標の分析

Ｃｄ Ｃｃ Cｂ

Ｂｄ Ｂｃ

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

１．成果指標による評価

環境教育を推進します

目標値 個別

(2027) 評価

Ａ

評価結果

Ａ

80 Ａ

92.0

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

市民の体感指標（％）

環境問題を学習したり講座等を受講したことがある人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

現状値
基準値

グ
ラ
フ

良好

ａ

Ｂａ

５．施策評価

Ａａ

６．進捗状況マトリクス

Ｂｂ

今回Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ Ａａ

Ｃａ
前回

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

現状値
基準値

エコスクール運動参加者の環境意識向上度（％）

環境に関する講座などの開催回数（回）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

方向 2023

↗ 89.1 88.6 92.8

↗ 55 77 72

施策８

15

20

25

30

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan２ 快適にくらす

85.0

90.0

95.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

40

60

80

100

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★ ★

決算

1,101

704

0

4

環境意識の向上

次世代リーダーの育成

環境教育事業 環境政策課 ○ ★★★ ★★★

エコハウス１３８環境学習事業 施設管理課 ○ ★★ ★★

環境情報発信啓発事業 環境政策課 ○ ★★★

廃棄物対策課 ○

-

エコスクール運動推進事業

環境学習の機会の提供

事業名 見直しの内容

主担当部・課 関係課

環境部　環境政策課 廃棄物対策課、施設管理課

　幼児、児童や生徒、それぞれの段階に応じた環境教育を推進し、次世代リーダーの育成を行う。座学だけでなく、実際に
屋外での体験を通じた学習の機会を確保するとともに、デジタル技術を活用した情報発信を充実させることで、環境活動を
実践する市民等の拡大を図る。
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①

② 水辺空間を活用したイベントの参加者数および施設の利用者数（人）

都市公園面積（ha）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

方向 2023

↗ 781,300 789,600 749,500

↗ 232.7 234.5 234.6

Ｂｂ

Ｃｃ

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ
今回

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

５．施策評価

Ｄｂ

６．進捗状況マトリクス

Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａａ

Ｃａ
前回

Cｂ

Ｂｄ Ｂｃ Ｂａ

現状値
基準値

グ
ラ
フ

概ね良好

ｂ
2023 2024 2025 2026

評価結果
2027

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

評価結果

Ｄ

245.5 Ｃ

945,800

悪化

Ｄ

目標値 個別

(2027) 評価

水と緑を活かしたまちをつくります

１．成果指標による評価

現状値
基準値

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

グ
ラ
フ

②

①

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

市民の
体感指標

新型コロナウイルス感染症が5類への移行もあったが、公園という屋外施設で
あることから天候にも左右され、イベント参加者数等は前年度に比べ40千人減
少しており、目標値からは大きく乖離している。

②

青木川河川敷公園、大江川緑道等の整備が進み、前年度現状値から0.08ha増加
しているものの、目標値からは乖離している。

①

成果
指標

38.3 38.5 41.4

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・愛知県が策定した広域緑地計画において、公園整備については、量だけではなく「緑の質を高めて
いくことが求められています」と記載されている。
・新型コロナウイルス感染症による社会に及ぼす影響は、5類感染症への移行もあり回復基調にある
ものの、イベント参加者数等は以前の数まで戻っていない。

４．指標の分析

Ｃｄ

市民の体感指標（％）

水と緑に親しめる場やイベントがあると思う人の割合

施策９

35

40

45

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan２ 快適にくらす

700,000

800,000

900,000

1,000,000

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

230.0

240.0

250.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

○

△

×

10．今後の方向性・改善計画

主担当部・課 関係課

まちづくり部　公園緑地課 治水課

　引き続き、青木川河川敷公園を始めとした都市公園等の整備を推進しつつ、水と緑に親しめるように冨田山公園の再整備
を進める。
　また、公園利用を促進させるために、水辺空間を活用したミズベリング138事業等を民間主催のイベントも含め、SNS等を
活用して、市民へのPRを行う。

事業名 見直しの内容

○ ★

○ ★★ ★★単独土地改良事業 治水課

★★ ★★

★★

ホタルも生息できる環境創出事業 公園緑地課 ○ ★★ ★

花いっぱい運動事業

★★

緑化推進啓発事業 公園緑地課 ○ ★★★ -

○ ★

公園緑地課 ○ ★★

市民参加による公園管理事業

都市公園・街路樹維持管理事業

○ ★★ ★

公園緑地課 ★★

★

★★

公園緑地課 ○ ★★

公園緑地課 ○

5,163

0

925,158

5,013

★★

農業農村多面的機能支払補助事業 治水課 ○ ★★ ★

県営農業農村整備事業（農業用水管） 治水課

市民ボランティアによる公園花壇管理事業

民有地緑化推進補助事業

いちのみやリバーサイドフェスティバル補助事業 公園緑地課 16,950

入学記念樹配付事業

公園緑地課

公園緑地課
民有地の緑化推進

潤いのある美しい緑地
の保全と緑化の推進

1,729

○ ★★ ★★

101,274

10,900１３８タワーパークイベント事業

○ ★★公園緑地課ツインアーチ１３８維持管理事業 ★

公園緑地課

★★

○

○ ★

○ ★★ -

木曽川河川敷公園整備事業 公園緑地課 ○ ★★★ ★

緑道整備事業 公園緑地課 ○ ★

公園緑地課 ○

69

★

公園施設長寿命化対策事業
水と緑のオープンス
ペースの整備推進と利
活用 ミズベリング１３８事業 公園緑地課

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★★ ★

決算

92,259

9,298

27,467

50,710

公園・緑地整備事業 公園緑地課 ○ ★★ ★

558

4,167

243

23,829

11,530

166,081

評価結果 評価の理由、市民が考えた「私たちにできること」等

十分である 0.0% ・138タワーは良い
・散歩道、サイクリングロードで緑とふれあう場所がほしい
・本町に水と緑がない
・ゴミ拾いを積極的にする

どちらともいえない 80.0%

不十分である 20.0%
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①

②

③

②

↗ 68.7 69.8 70.1

現状値
基準値

下水道普及率（％）

典型７公害の苦情件数（件）

ポイ捨てごみの清掃活動の参加人数（人）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

グ
ラ
フ

①

方向 2023

③

市民の
体感指標

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

②
　苦情件数は減少しているものの、騒音、振動、悪臭といった生活に身近で不
快感を感じさせる感覚公害といわれる、個人が発見しやすい苦情が多くなって
きており、依然として目標を達成できていない。

成果
指標

①

③
　汚水管の整備が進捗したため、0.3ポイント上昇しており、目標値に向けて
良好に推移している。

Ｃｄ Ｃｃ Cｂ

BｂＢｄ Ｂｃ

　公園や道路等の清掃活動が地域のボランティアにより実施され、基準値から
3,127人増加しており、目標値を達成している。 Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ Ａａ

Ｃａ

前回・今回

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・公園や道路等の清掃活動が地域のボランティアにより実施されるなど、環境美化に関する市民の意
識が高まっている。

・典型７公害の中でも、事業活動により発生する広域的な公害よりも、人の感覚により感知される公
害、特に生活に身近な騒音、振動、悪臭等で、個人の不快感等から発覚しやすい感覚公害といわれる
苦情の割合が多くなっている。

５．施策評価

Ｂｂ

４．指標の分析 ６．進捗状況マトリクス

グ
ラ
フ

概ね良好

Ｂａ

61.9

現状値

ｂ

市民の体感指標（％）

生活環境が良好であると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

58.1 61.7

基準値

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

170

概ね良好

Ｂ

Ｄ

評価結果

70.5 Ａ

↘ 211 225 219

3,200 Ａ↗ 1,709 5,493 4,836

目標値 個別

(2027) 評価

１．成果指標による評価

良好な生活環境を確保します

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

施策10

50

60

70

80

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan2 快適にくらす

150

200

250

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

60

70

80

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

1,600
3,000
4,400
5,800

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

主担当部・課 関係課

環境部　環境保全課
保健予防課、保健衛生課、環境政策課、廃棄物対策課、農業振興課、

維持課、治水課、下水道整備課

・広報等の媒体を活用して、清掃活動ボランティアの支援やポイ捨てごみを減らす啓発活動を進める。
・計画どおり汚水管の整備を進める。
・下水処理区域以外の地域における公共用水域の水質改善のため、合併処理浄化槽設置を推進する。
・引き続き水質汚濁や悪臭の原因となる淀みを解消できるよう用排水路等の改修工事や側溝・水路内の堆積物の除去を進め
ていく。

事業名 見直しの内容

1,961

有害鳥獣等駆除の充
実 ★★

不快害虫発生抑制事業 環境保全課 ○ ★★★ ★★

○

有害鳥獣駆除事業 農業振興課 ○ ★★★

下水道整備課 ○ ★★ ★

12

流域統合事業 下水道整備課 ○ ★★★

公共下水道整備事業

180,969

合併処理浄化槽設置補助事業 廃棄物対策課

土地改良施設維持管理適正化事業

道路維持・修繕事業

公共下水道事業などの
推進

★★

1,076,957

-

治水課 ★

★

★

治水課 ○ ★★ ★

維持課 ○

21,119 ★★

○ ★★★

866,483

392,300

501,144

34,206

○

生活関連治水事業

水路維持・修繕事業

維持課

○ ★★★ ★★キソガワフユユスリカ対策事業 環境保全課

★★★

529

★★★

○ ★★★ ★★★

38,185

12公害苦情相談事業

○ ★★★環境保全課環境調査・監視推進事業 ★★

環境保全課

路上喫煙防止事業 環境政策課 ○ ★★★ ★★

食品衛生事業 保健衛生課 ○ ★★ ★

動物愛護事業 保健衛生課 ○ ★★★

環境政策課 ○

1,191

★★

空き缶等ごみ散乱防止事業

良好な生活環境づくり

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★ -

決算

11,662

26,652

39,798

2,218

生活衛生・薬事事業 保健予防課 ○ ★★★ ★★
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①

②

③

②

→ 10.6 10.6 9.9

現状値
基準値

空き家率（％）

木造住宅解体工事費の補助件数（件）

住宅の耐震化率（％）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

グ
ラ
フ

①

方向 2023

③

市民の
体感指標

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

②
　広報への掲載、町内回覧等による周知により、前年度現状値（182）から14
件増加しており、目標値に向けて概ね良好に推移している。

成果
指標

①

③

Ｃａ

今回

　老朽空き家解体補助等の対策事業により、0.7ポイント低下しており、目標
値に向けて良好に推移している。

Ｃｄ Ｃｃ Ｃｂ

BｂＢｄ Ｂｃ

　旧耐震の民間木造住宅解体補助の他、耐震改修など各種補助事業により、
1.5ポイント上昇しており、目標値に向けて概ね良好に推移している。 Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・2024年能登半島地震など各地で地震が起こっており地震に対する意識が高まっている。
・大規模地震の危険性が高い地域となっており、建物倒壊による被害や経済被害等を減少させるため
に、建物の耐震化が重要な課題である。
・全国的には空き家の増加が問題となっているが、一宮市では空き家等が増えていない現状である。

５．施策評価

Ｂｂ

４．指標の分析 ６．進捗状況マトリクス

グ
ラ
フ

概ね良好

Ｂａ

Aa

10.1

現状値

ｂ

市民の体感指標（％）

住宅の耐震化や空き家対策が行われていると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

8.7 7.2

基準値

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

概ね良好

Ｂ

評価結果

10.6 Ａ

→ 200 182 196

95.0 Ｂ↗ 84.7 86.5 88.0

200

目標値 個別

(2027) 評価

Ｂ

１．成果指標による評価

総合的な住宅対策に取り組みます

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

施策11

6

10

14

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan2 快適にくらす

140
160
180
200

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

8

10

12

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

80.0

90.0

100.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

36



７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

主担当部・課 関係課

建築部　住宅政策課 都市計画課、区画整理課、建築指導課

 成果指標では概ね良好に推移しており、市民の体感指標でも、前年度から上昇しているので、引き続き住宅の耐震化の促進
を図っていく。空き家に関しては、所有者や相続人に対して管理不全の空き家にならないよう適切な維持管理に努めていた
だくと共に、相続登記を促し、周辺に影響を及ぼす危険性の高い空き家の改善を推進していく。

事業名 見直しの内容

★★

区画整理課 ○ ★★★ ★★★

区画整理課 ○ ★★★

5,599

139,249

201,725外崎地内橋梁整備事業

土地区画整理事業

都市計画課コンパクトなまちづくり推進事業 ○

良好な居住環境の創出

-相続登記啓発事業 住宅政策課

★★

0

○ ★ ★★

36,829

1,901空き家等対策事業

○ ★★★住宅政策課要安全確認計画記載建築物耐震改修等補助事業 -

住宅政策課

○ ★

★★★

空き家等利活用の推進

安全・安心に住み続け
ることのできる住まいづく
り

民間木造住宅耐震改修補助事業 住宅政策課 ○ ★★ ★★

公営住宅整備事業 住宅政策課 ○ ★★★ -

民間木造住宅解体補助事業 住宅政策課 ○ ★★

住宅政策課 ○

13,300

★★

民間木造住宅耐震診断事業

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★ ★★

決算

2,865

101,194

38,320

14,112

瓦屋根耐風対策費補助事業 建築指導課 ○ ★★★ -
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①

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

市民の
体感指標

　ｉ－バス利用者数は前年度の約23万9千人から約25万3千人と約1万4千人増
加しているものの、名鉄路線バス利用者数が前年度の約418万5千人から約416
万8千人と約1万8千人減少しているため、全体としては約4千人減少しているも
のの、目標値に向けて良好に推移している。

①

成果
指標

41.7 42.1 40.3

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・2019年度から2022年度にかけて、コロナ禍により外出の自粛や公共交通機関の利用を控える
　傾向が続いていたが、2023年度以降は利用控えが減り、利用者数は回復傾向にあるものの、
　コロナ前の水準には戻っていない。
・免許返納者や自転車運転が困難な高齢者の増加等により、公共交通の必要性は高まっている。
・事業者はドライバーの確保が難しく、安定した事業継続の見込みがつかなくなってきている
　うえ、燃料費高騰に起因した財政の逼迫も重なり、事業規模の縮小が予測される。

４．指標の分析

Ｃｄ

Ｂｄ

Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

公共交通網の整備を進めます

目標値 個別

(2027) 評価

良好

評価結果

Ａ

１．成果指標による評価

グ
ラ
フ

②

①

4,800 Ａ

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

市民の体感指標（％）

市内の公共交通網が充実していると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

現状値
基準値

グ
ラ
フ

概ね良好

ｂ

５．施策評価

Ａｂ

６．進捗状況マトリクス

Ｃｃ Ｃｂ

Ｂｃ Ｂａ

前回・今回

Ｂｂ

Ａｃ Ａｂ Ａａ

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

Ｃａ

現状値
基準値

市内バスの年間利用者数（千人）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

方向 2023

↗ 3,767 4,424 4,420

施策12

35

40

45

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan２ 快適にくらす

3,500

4,000

4,500

5,000

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

★ ★

地域交通課 ○

125,533

★★

i-バスミニ運行事業

体系的な公共交通の整
備

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★ ★

決算

255

125,533

25,144

1,417

一宮市地域公共交通会議開催事業 地域交通課 ○

i-バス運行事業 地域交通課 ○ ★★★ ★★

バス路線維持対策事業 地域交通課 ○ ★★★

○ ★★ ★

25,144

8,252公共交通利用促進事業

○ ★★★地域交通課バス路線維持対策事業 ★★

地域交通課

★

○

○ ★

★

公共交通の利用促進

-地域交通課 ○ ★★★公共交通を支える仕組みの確立

i-バス運行事業 地域交通課 ○ ★★★ ★★

-

i-バスミニ運行事業 地域交通課 1,417

デジタルチケット利用促進事業 地域交通課 5,046

0地域ワークショップ開催事業

事業名 見直しの内容

主担当部・課 関係課

まちづくり部　地域交通課 ー

・市民や来訪者にわかりやすい情報提供を積極的に行い、現状の公共交通網の利便性の周知を継続し、公共交通機関の
　利用促進を継続して行う。
・地域の移動ニーズや交通弱者が抱える問題を分析し、公共交通網の見直しや公共交通機関を利用しやすい環境整備等、
　外出の機会を増やす取組を計画的に行う。
・ｉーバスについては、令和6年3月に策定した第3次一宮市公共交通計画に基づき、特に利用者の少ない木曽川・北方
　コースをはじめルートの見直し等を行う。また、ⅰ－バスミニについても目的地の追加などの見直しを行う。
・イチ・デジとCentXとの連携により、お得なデジタルチケットの販売などｉ－バスの利用促進を行う。
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① 歩行者・自転車関連の交通事故件数（件）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

方向 2023

↘ 404.0 546.0 613.0

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ
前回・今回

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Dｂ

Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ Ａａ

Ｃａ

ＢａAｂ

５．施策評価

Ｄｂ

６．進捗状況マトリクス

現状値
基準値

グ
ラ
フ

概ね良好

ｂ

市民の体感指標（％）

歩行者や自転車が、安心して通行できていると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

Ｄ

目標値 個別

(2027) 評価

評価結果

364.0 Ｄ

歩行者や自転車が安全に通行できる交通環境を整備します

基準値
現状値

１．成果指標による評価

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

悪化グ
ラ
フ

②

①

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

市民の
体感指標

　自転車に関する道路交通法の改正（2024年11月1日）により「ながらスマ
ホ」と酒気帯び運転の罰則が強化されているものの、自転車の交通ルールの未
遵守、ドライバーの安全運転義務違反、インフラの未整備等の要因により、67
件増加（悪化）しており、目標値から大きく乖離している。

①

成果
指標

35.5 33.5 30.5

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・コロナ渦の時期より市民の活動量が毎年回復してきている。
・自転車は、日常生活における身近な移動手段やサイクリング等のレジャー手段として多くの人に利用されている。
・近年では、健康や環境への意識の高まりを背景に自転車のニーズが高まっている。
・自転車の通行ルールの徹底を図るため、道路交通法の改正により、自転車の歩道通行可能要件の明確化やヘルメット着用の努力
義務化、自転車運転による危険防止のための講習に関する規定等が整備された。
・児童や園児の痛ましい交通事故が相次いでおり、歩行者が安全に安心して通行できる道路交通環境の整備が求められている。

４．指標の分析

Ｃｄ Ｃｃ Ｃｂ

Ｂｄ Ｂｃ

施策13

30

35

40

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan２ 快適にくらす

350.0

450.0

550.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

○

△

×

10．今後の方向性・改善計画

主担当部・課 関係課

建設部　道路課 地域交通課、道水路管理課、治水課、学校教育課

引き続き警察・関係機関と連携を図り、各事業を推進する。

事業名 見直しの内容

評価結果 評価の理由、市民が考えた「私たちにできること」等

十分である 0.0% ・交通環境整備はよいが教育が不足
・歩道を自転車に乗って渡る人が多い
・危険な所を報告する
・夜間歩行は反射するものを身に着ける

どちらともいえない 50.0%

不十分である 50.0%

不法占用物撤去事業

★★★

道水路管理課 ○

○

★★★

★

0

401,347

24,985

緊急輸送道路無電柱化事業 道路課 ○ ★★★

フェンス設置事業 治水課 ○ ★★ ★

★★★ ★

37,062

77,196交通安全施設整備事業

○ ★★★地域交通課自転車通行空間整備事業 ★★★

地域交通課

危険箇所の減少

★★

-

生活道路交通安全対策事業 地域交通課

○ ★★ ★★

通学路安全対策事業 地域交通課 ○ ★★ ★★★

歩道拡幅事業（西御堂線） 道路課 ○ ★★★

学校教育課 ○

34,408

-

通学路安全対策事業

安全で快適な自転車利
用環境の整備

人優先の安全で安心な
歩行空間の整備

○

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★ -

決算

8,876

32,863

24,133

0

放置自転車対策事業 地域交通課 ○ ★★ ★★

駐輪場管理事業 地域交通課

12,728

○
△×
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①

②

③

②

↗ 98.6 98.9 99.0

現状値
基準値

ガス管の耐震化率（％）

主要橋梁の耐震化率（％）

基幹管路の耐震管率（％）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

グ
ラ
フ

①

方向 2023

③

市民の
体感指標

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

②
　対象橋梁の耐震補強工事等を実施したため、8.3ポイント上昇しており、目
標値を達成している。

成果
指標

①

③
　巨大地震等の自然災害発生に備えるためガス管の耐震化を進めており、前年
に比べ0.1ポイント上昇し、目標値に近づいている。

Ｃｄ Ｃｃ Ｃｂ

BｂＢｄ Ｂｃ

　令和4年度において昭和50年以前に布設された溶接継手の鋼管を非耐震管に
変更したため、基準値から0.1ポイント低下しているが、目標値に向かって上
昇していく見込みである。

Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ Ａａ

Ｃａ

前回・今回

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・国から南海トラフ巨大地震の被害想定が発表され、頻繁にマスメディアにより報道されている。
・豪雨などによる甚大な被害も毎年各地で発生しており、今後も気候変動の影響による豪雨頻度の増
加や台風の強大化等、自然災害のさらなる大規模化が懸念されている。
・防災に対する市民の関心は高まっており、ハード面の整備についてもより関心が高まっている。

５．施策評価

Ｂｂ

４．指標の分析 ６．進捗状況マトリクス

グ
ラ
フ

概ね良好

Ｂａ

20.2

現状値

2026
評価結果

2027

22.3 20.7

基準値

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

ｂ

市民の体感指標（％）

災害に強いまちづくりができていると思う人の割合

2023 2024 2025

概ね良好

Ｂ

評価結果

99.6 Ａ

↗ 64.6 68.8 77.1

34.1 Ｄ↗ 32.9 32.2 32.8

75.0

目標値 個別

(2027) 評価

Ａ

１．成果指標による評価

災害に強い社会基盤整備を進めます

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

施策14

10

20

30

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan3 安全・安心を高める

60.0

70.0

80.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

90

95

100

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

30.0

35.0

40.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

42



７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

主担当部・課 関係課

総合政策部　危機管理課
地域交通課、公園緑地課、建築指導課、住宅政策課、維持課、道路

課、治水課、上水道整備課、下水道整備課、施設保全課

　基幹管路の耐震管率について、令和4年度において昭和50年以前に布設された溶接継手の鋼管を非耐震管に変更したた
め、成果指標の現状値は低下したが、基幹管路の耐震管への入替工事は引き続き行われており、基幹管路の耐震管率は今後
上昇していく見込みである。また、他の成果指標は良好に推移しており、各種事業を引き続き推進し改善していく。

事業名 見直しの内容

★★

雨水排水路整備事業 治水課 ○ ★★ ★★★

公共下水道雨水管渠整備事業 下水道整備課 ○ ★375,531

24,978

★

総合治水対策事業（雨水ポンプ場修繕改築） 治水課 ○ ★★★ ★★★

総合治水対策事業（河川等情報関連） 治水課 ○ ★★★40,047

4,534

★

生活関連治水事業 治水課 ○ ★★ ★

○ ★★★ ★★★

県営農業農村整備事業（排水路・排水機場） 治水課 ○ ★★★

緊急農地防災事業 治水課 96,327

40,636

501,144

総合治水対策事業（河川改修）

-

治水課 ○ ★★★

公園・緑地整備事業

65,578

568

1,160,068

公共建築物および避難
所の整備

浸水被害の軽減

○

○

★★

92,259

-

総合治水対策事業（流域貯留施設等） 治水課 ○ ★★★ -

公園緑地課 ○ ★★ ★

施設保全課 ★★

★

★★★

上水道整備課 ○ ★★★ -

上水道整備課 ○ ★★★

○ ★★★

336,284

201,888

9,404

108,535

水道管改良事業（応急給水栓）

水道管改良事業（基幹管路）

下水道整備課

防災施設充実強化事業 危機管理課

佐千原浄水場中央監視設備更新及び運転管理事業

下水道管改良事業

災害時の交通路等の確
保

災害時の飲料水の確保

-ラウンドアバウト整備事業 道路課

★★★

7,554

○ ★★★ ★

255,823

401,347緊急輸送道路無電柱化事業

○ ★★★維持課橋梁保全事業 ★★

道路課

○ ★★★

要安全確認計画記載建築物耐震改修等補助事業 住宅政策課 ○ ★★★ -

木曽川河川敷公園整備事業 公園緑地課 ○ ★★★ ★

緑道整備事業 公園緑地課 ○ ★

建築指導課 ○

36,829

★

ブロック塀等撤去費補助事業

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★ ★★

決算

24,119

9,298

27,467

4,344

道路附属物保全事業 地域交通課 ○ ★★★ ★★★
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①

②

良好グ
ラ
フ

②

①

　市民の防災意識向上のため、前年度現状値との比較、基準値との比較におい
て、それぞれ6ポイント、6.2ポイント上昇し、良好に推移している。

市民の
体感指標

　あんしん・防災ねっとの登録者と防災Ｘ（旧ツイッター）のフォロワー数を
合わせて、前年から1,162人増加しており、目標値に近づいてている。

②

　自主防災リーダー研修会の累積修了者数は前年から28人増加しており、目標
値に近づいている。

①

成果
指標

29.8 30.0 36.0

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・国から南海トラフ巨大地震の被害想定が発表され、頻繁にマスメディアにより報道されている。
・豪雨などによる甚大な被害も毎年各地で発生しており、今後も気候変動の影響による豪雨頻度の増
加や台風の強大化等、自然災害のさらなる大規模化が懸念されている。
・防災に対する市民の関心はますます高まっており、連区や町内会、企業での防災訓練や防災教育等
の実施について関心が高まっている。

４．指標の分析

Ｃｄ Ｄｃ Ｃｂ

Ｂｄ Ｄｃ

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

１．成果指標による評価

自主防災力の向上を図ります

現状値 目標値 個別

(2027) 評価

Ａ

617 Ａ

20,700

評価結果

Ａ

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

市民の体感指標（％）

地震や風水害の備えができていると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

現状値
基準値

グ
ラ
フ

良好

ａ

Ｂａ

５．施策評価

Ａａ

６．進捗状況マトリクス

Bｂ

今回Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ｄｃ Ａｂ Ａａ

Ca

前回

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

基準値

あんしん・防災ねっと登録件数及び一宮市防災ツイッターフォロワー数（人）

自主防災リーダー研修会の累積修了者数（人）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

方向 2023

↗ 17,700 18,268 19,430

↗ 467 526 554

施策15

25

30

35

40

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan３ 安全・安心を高める

16,000

18,000

20,000

22,000

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

400

500

600

700

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★ -

決算

1,089

29

0

0

防災訓練事業 危機管理課 ○ ★★★ ★★★

災害時たすけあい隊（災害時要援護者支援事業） 福祉総務課 要検討 ★ ★★

防災啓発事業 危機管理課 ○ ★★★ ★★★

総合的な防災ハンドブックの活用事業 危機管理課 ○ ★★★

危機管理課 ○

137

-

自主防災組織育成事業

地域防災力の向上

防災意識の高揚

○ ★★★ ★★★

0

1,647防災情報伝達事業

要検討 ★★高年福祉課災害時たすけあい隊（災害時要援護者支援事業） -

危機管理課
災害時の情報提供

★○ ★★たすけあい避難名簿（避難行動要支援者名簿）管理事業 福祉総務課 686

事業名 見直しの内容

災害時たすけあい隊（災
害時要援護者支援事業）

本制度は2024年度を以って事業を廃止し、個別避難計画に移行する。移行後は、こ
れまでの情報に加えてより詳細で実効性が高い計画を作成していく。

主担当部・課 関係課

総合政策部　危機管理課 福祉総務課、高年福祉課

　自主防災リーダー研修会は市民の高い関心を集めており累積修了者数は安定して増加している、また、近年の大規模な自
然災害の発生を受けて、防災訓練や防災講話等の自主防災活動について関心が高まっている。あんしん・防災ねっと及び防
災Ｘ（旧ツイッター）をはじめ自主防災意識の向上のため、各種事業の積極的な啓発を行い、主要な事業を引き続き推進し
ていく。
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①

②

基準値

応急手当の実施率（％）

消火・消防訓練実施率（町内会単位）（％）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

方向 2023

↗ 72.6 75.1 72.8

↗ 21.1 74.3 80.0

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

Ｂｃ

Ａｃ Ａｂ Ａａ

Ｃａ

今回

Ｃｃ Cｂ

Ｂａ

５．施策評価

Ｂｂ

６．進捗状況マトリクス

前回

Ｂｂ

現状値
基準値

グ
ラ
フ

概ね良好

ｂ
2023 2024 2025 2026

評価結果
2027

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

評価結果

Ｂ

80.0 Ａ

75.0

概ね良好

目標値 個別

(2027) 評価

Ｃ

１．成果指標による評価

火災や救急に対する体制の強化を進めます

現状値

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

グ
ラ
フ

②

①

市民の体感指標（％）

消防・救急体制が整っていると思う人の割合

Ｂｄ

Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

市民の
体感指標

　応急手当の実施に関する普及活動を行うことにより、市民の救急活動への関
心について向上していると感じているが、実施者を含め様々な要因が考えら
れ、原因については不明だが2.2ポイント低下しており、目標値から乖離して
いる。

②

　新型コロナウイルス感染症も落ち着き、社会活動が回復し町内会での消火器
取扱訓練を含む防火防災訓練が実施されたため、5.7ポイント上昇しており、
目標値を達成している。

①

成果
指標

37.3 35.4 32.5

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

①新型コロナウイルス感染症も落ち着き、社会活動が回復し町内会での消火器取扱訓練を含む防火防
災訓練が実施されたことが一つの要因と考える。
②応急手当の実施率について、各種救命講習等で応急手当の実施に関する普及活動を行うことによ
り、市民の救急活動への関心について向上していると感じているが、実施者を含め様々な要因が考え
られることから、原因については不明である。

４．指標の分析

Ｃｄ

施策16

30

40

50

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan３ 安全・安心を高める

70.0

75.0

80.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

20.0

50.0

80.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

主担当部・課 関係課

消防　消防本部総務課 消防本部予防課、消防本部消防救急課

①目標値は達成したが引き続き事業を推進していくとともに、これまで同様ＳＮＳ等で積極的に広報活動を継続していく。
②目標値を達成するため引き続き、応急手当の実施に関する普及活動を実施し、救急活動の関心の向上に努めるとともに、
映像通報システムを整備し、通報者のスマートフォンを使い応急手当の方法についての映像を送信することにより、応急手
当の実施率向上を図っていく。
また、１１９番通報時の口頭指導方法について、事案検証を行い改善策を模索していく。

事業名 見直しの内容

★★ ★★

消防本部総務課 ○ ★★0

★★★

消防団員の加入促進事業

消防自動車等整備事業 消防本部消防救急課 83,382

消防団の普及啓発事業 消防本部総務課消防団活動の充実・活
性化 ★★★

消防施設・設備の充実
○ ★★★ ★

5,047

69,462消防水利整備事業

○ ★★★消防本部消防救急課救急救命士養成事業 ★★

消防本部消防救急課

12,157

★★

○

○

女性消防職員活躍推進事業 消防本部総務課 ○ ★★★ -

消火器取扱指導事業 消防本部予防課 ○ ★ ★★★

各種救命講習等実施事業 消防本部消防救急課 ○ ★★★

消防本部総務課 ○

0

★★★

消防職員の教養・訓練事業

火災予防・救急救命活
動の啓発

消防職員の育成・女性
消防職員の増加

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★ ★★

決算

171

81

469

10,337

住宅用火災警報器設置促進事業 消防本部予防課 ○ ★★★ ★
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①

②

③

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

１．成果指標による評価

交通事故を減らす取組を進めます

目標値 個別

(2027) 評価

Ｄ

評価結果

1,500 Ｄ

↘ 1,299 1,660 1,893

6 Ａ↘ 7 10 5

1,200

低調

Ｃ

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

市民の体感指標（％）

交通事故の危険を感じることなく生活できている人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

33.2 35.5

基準値

28.3

現状値

ｃ

Ｂａ

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・愛知県の交通事故死者数は平成30年まで16年連続全国最多であり、令和元年に最多を脱したものの、令和７年
は依然高い水準で推移している。本市でも毎年多くの人が交通事故により尊い命を落としており極めて厳しい状況
が続いている。
・一宮市は平坦な土地柄から通勤通学や日頃の移動に自転車が使われることが多いが、自転車の交通ルールを守ら
ないために発生する事故も多いのが実状である。
・県内他市同様に減少傾向にあった交通事故件数が一気に右肩上がりに傾き、今後さらに超高齢社会が進展し、高
齢者が当事者となる交通事故による死者数や負傷者数が増加することが危惧される。

５．施策評価

Ｃｃ

４．指標の分析 ６．進捗状況マトリクス

グ
ラ
フ

低調

③
　交通系ICカード(manaca)等や交通安全啓発品の配付による免許証返納支援事
業の周知を実施して50人増加しているものの、目標値から大きく乖離してい
る。

Ｃｄ Ｃｃ Ｃｂ

ＢｂＢｄ Ｂｃ

　警察、地域住民及び各種団体等と連携した交通安全啓発活動の効果があった
ため、5人減少（改善）しており、目標値を達成している。 Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Aｂ Ａａ

Ｃａ
今回

市民の
体感指標

　交通事故件数増加のため、前年度現状値との比較、基準値との比較におい
て、それぞれ7.2ポイント、4.9ポイント低下し、低調に推移している。

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ
前回

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Dｂ

②
　警察、地域住民及び各種団体等と連携した交通安全啓発活動を実施したもの
の、社会活動が活発化したため、233人増加（悪化）しており、目標値から大
きく乖離している。

成果
指標

①

②

↗ 1,321 977 1,027

現状値
基準値

運転免許証を自主返納した高齢者数（人）

交通事故による負傷者数（人）

交通事故による死者数（人）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

グ
ラ
フ

①

方向 2023

③

施策17

25

35

45

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan3 安全・安心を高める

1,100
1,400
1,700
2,000

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

900
1100
1300
1500

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

0
5
10
15

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★★ ★★

決算

17,342

198

4,844

1,794

子どもへの交通安全教室の推進

交通安全運動推進事業 市民協働課 ○ ★★ ★★

高齢者運転免許証自主返納支援事業 市民協働課 ○ ★★ ★★★

交通安全運動推進組織の育成事業 市民協働課 ○ ★★★ ★★

交通安全教育推進事業（子ども対象） 市民協働課 ○ ★★

市民協働課 ○

2,496

★★

交通安全教育推進事業（高齢者対象）

交通安全啓発の推進

高齢者の事故防止の推
進

事業名 見直しの内容

主担当部・課 関係課

総合政策部　市民協働課 ー

・引き続き、季節ごとの交通安全市民運動に合わせた啓発や出前講座を行うほか、一宮警察署や地域の住民と連携し、幅広
い年代層に効果的な啓発活動を実施する。
・子どもの頃からの交通安全教育の重要性の観点から、全小学校を対象に交通安全教室を開催するように関係機関と連携を
とる。
・高齢者に防犯交通安全指導員による居宅訪問を行い、啓発資料や反射材の配布など交通事故防止を訴える活動を継続す
る。あわせて、加齢に伴う身体機能の低下を自覚した高齢者が、運転免許証の自主返納をしやすい環境をつくる。
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①

②

③

②

↗ 153 153 154

現状値
基準値

自主防犯パトロール隊数（団体）

町内会等が設置した防犯カメラの補助台数（台）

犯罪認知件数（刑法犯）（件）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

グ
ラ
フ

①

方向 2023

③

市民の
体感指標

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

②
　町内会等が行った防犯カメラの設置費用の一部補助や、防犯カメラの維持費
の定額補助に加え、これらの補助事業の周知を行ったため、77台増加してお
り、目標値に向けて良好に推移している。

成果
指標

①

③
　自主防犯パトロール隊に登録した個人、団体への防犯資器材等の貸与や事業
の周知を行ったため、1団体増加しているものの、目標値から乖離している。

Ｃｄ Ｃｃ Cｂ

ＢｂＢｄ Ｂｃ

　警察、地域住民及び各種団体等と連携した啓発活動や、地域防犯教育の普及
活動の実施を進めたものの、社会活動が活発化したため208件増加（悪化）し
ており、目標値から大きく乖離している。

Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Aｂ Ａａ

Ｃａ
前回・今回

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・本市の犯罪認知件数（刑法犯）は、地域住民・警察・行政の取り組みにより、平成16年のピーク時から減少し
令和３年には４分の１以下となったものの、感染症による行動制限がなくなり社会活動が活発化したため、近年急
激に上昇しはじめ危機的な状況である。
・県内警察別での犯罪認知件数は引き続き毎年ワーストランキングの上位となっている。特に増加が著しい犯罪
は、空き巣をはじめとする「住宅対象侵入盗」とオレオレ詐欺などの「特殊詐欺」で、超高齢社会が進展するなか
で今後さらに増加することが危惧される。
・近年子どもに対して不審な行動がみられることから、子どもの見守り活動の支援が必要とされる。

５．施策評価

Ｃｂ

４．指標の分析 ６．進捗状況マトリクス

グ
ラ
フ

概ね良好

Ｂａ

33.2

現状値

ｂ

市民の体感指標（％）

犯罪への不安を感じることなく生活できている人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

38.5 38.7

基準値

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

低調

Ｃ

↗ 888 1,134 1,211

1,600 Ｄ↘ 1,707 2,024 2,232

Ａ

評価結果

160 Ｃ

１．成果指標による評価

1,400

目標値 個別

(2027) 評価

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

防犯対策を進めます施策18

30

40

50

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan3 安全・安心を高める

800

1,200

1,600

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

120

150

180

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

1,500
1,800
2,100
2,400

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

主担当部・課 関係課

総合政策部　市民協働課 ―

・引き続き、季節ごとに行われる安全なまちづくり県民運動に合わせた防犯活動、年間を通じた出前講座による防犯啓発
を、幅広い年代層に実施していく。
・特殊詐欺対策として、留守番電話設定の推奨や対策装置の購入費補助の施策を進め、警察と地域と連携して啓発活動を進
める。
・全小学校を対象に防犯教室を開催し、子どもへの防犯教育を実施する。・子供の見守りや地域防犯のため、自主防犯パト
ロール隊の活動を支援していく。
・防犯灯や防犯カメラの設置に対する補助を継続し、地域へ防犯カメラ設置の促進を図る。

事業名 見直しの内容

自主防犯団体の結成の推進 市民協働課

防犯カメラ設置補助事業 市民協働課 ○ ★★ ★★★

○ ★★★ ★★

30

3,304自主防犯活動支援事業

市民協働課

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★ ★★

決算

1,794

7,645

6,349

35,626

高齢者訪問事業 市民協働課

防犯巡回パトロール業務委託事業 市民協働課 ○ ★★★ ★★

防犯教室事業

○ ★★★ ★★

市民協働課 ○

10,686

★★

共同防犯体制強化補助事業

防犯啓発の推進

防犯カメラ等の設置の
推進

市民協働課 ○ ★★★

○ ★★★青色防犯パトロール車へのドライブレコーダー貸与事業 -
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①

②

③

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

１．成果指標による評価

既存産業や次世代産業の育成を支援します

9,600

目標値 個別

(2027) 評価

Ａ

評価結果

90 Ａ

9,068 9,425 9,686

680 Ｂ332 459 464

良好

Ａ

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

市民の体感指標（％）

既存産業や次世代産業が育っていると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

6.1 6.2

基準値

7.1

現状値

ｂ

Ｂａ

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

  地域紛争等の影響による資源価格は各方面で高止まりし、各国のインフレ対策に基づく金利上昇が
日本における円安をもたらした。急激な円安により輸入物価の上昇は近年まれにみる水準に達し、地
域中小事業者においても、輸入物価上昇分の末端価格への転嫁が進まない状況にあり、また雇用問題
からなる賃金上昇も利益を圧迫する要因となっている。今後の世界動向を見極めた金融支援や技術支
援が必要である。

５．施策評価

Ａｂ

４．指標の分析 ６．進捗状況マトリクス

グ
ラ
フ

概ね良好

③
業績が好調な企業が設備投資を行い、物流企業が新規立地したため、計5事業
所に奨励金を交付しており、目標値に向けて良好に推移している。

Ｃｄ Ｃｃ Ｃｂ

前回・今回

BｂＢｄ Ｂｃ

　事業者の経済活動もコロナ禍以前に戻りつつあり、設備投資や運営経費、人
的経費への投資が活発化してきている。それに伴い融資件数が前年度現状値か
ら、5件増加しており、目標値に向けて概ね良好に推移している。

Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ Ａａ

Ｃａ

市民の
体感指標

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

②
　コロナ渦からの経済活動の正常化や設備投資によって、事業所の開設や新規
開業需要が高まっていることから、合計261事業所増加しており、目標値を達
成している。

成果
指標

①

②

79 81 86

現状値
基準値

奨励金を交付した企業の新増設の累積件数（事業所）

法人数（事業所）

中小企業振興融資の助成件数（件）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

グ
ラ
フ

①

方向 2023

③

施策19

0

10

20

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan4 活力を生みだす

9,000

9,400

9,800

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

70
80
90
100

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

300

500

700

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★ ★★

決算

7,429

37,101

50,977

31,129

ジャパン・テキスタイル・コンテスト事業 産業振興課 ○ ★★ ★

各種事業所への支援と
育成

★★

商工団体等事業費補助事業 産業振興課 ○ ★★ ★★

FDC尾州モノづくり・プロモーション支援事業 産業振興課 ○ ★★★ ★★

（公財）尾州ファッションデザインセンター運営負担金交付事業 産業振興課 ○ ★★★

行政課 ○

19,448

★★

いちのみや応援寄附金推進事業

地場産業の持続的な発
展

★★★

○ ★★★ ★★

1,090

1,103,000中小企業振興融資預託事業

○ ★産業振興課特許及び実用新案出願支援事業 ★★

産業振興課

○ ★★★

○

○

産業振興課

★★中小企業振興融資等補助事業 産業振興課

★★

60,183

8,254

162,147

162,147

0

19,954

企業立地促進事業

企業立地促進事業

産業振興課

尾張一宮パーキングエリア周辺の産業拠点整備 区画整理課

次世代産業育成支援事業

中小企業相談所補助事業

-

★★

-

産業振興課 ○ ★★★ ★★

産業振興課 ○

○ ★★★

★★★

産業の多角化

事業名 見直しの内容

主担当部・課 関係課

活力創造部　産業振興課 行政課、区画整理課

　今後の経済動向を見極め金融支援のメニューの変更や新設、最新技術の情報提供など支援を行っていく。
　企業立地奨励金には新規雇用を条件として設けていた(雇用要件)が、生産年齢人口の減少などにより企業の雇用環境が厳し
くなり、雇用要件を満たすことが難しい事業者が増加していることから、同要件を廃止することで奨励金を時勢に合ったも
のに改善した。
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①

②

現状値
基準値

市内の企業で働いている60歳以上の高年齢者の割合（％）

就職支援フェア来場人数（人）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

方向 2023

↗ 22.7 16.4 21.3

↗ 266 531 200

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ
今回

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ Ａａ

Ｃａ
前回

Ｂａ

５．施策評価

Ｄｂ

６．進捗状況マトリクス

Ｂｂ

現状値
基準値

グ
ラ
フ

概ね良好

ｂ

市民の体感指標（％）

就労支援を必要とする人への支援がなされていると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

評価結果

Ｄ

280 Ｄ

25.0

目標値 個別

(2027) 評価

Ｄ

１．成果指標による評価

意欲を持って働けるよう就労支援を進めます

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

悪化グ
ラ
フ

②

①

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

市民の
体感指標

　高齢者向けセミナー等を実施したため、4.9ポイント上昇しているものの、
目標値から大きく乖離している。

②

　年2回開催を1回にしたため、全体としては331人減少しており、目標値から
大きく乖離している。

①

成果
指標

7.5 8.1 8.0

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・スマートフォン等によるウェブでの求職活動が一般化している。
・求職者と事業者のそれぞれの要望・条件が乖離してきている。

４．指標の分析

Ｃｄ Ｃｃ Cｂ

Ｂｄ Ｂｃ

施策20

5

10

15

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan４ 活力を生みだす

15.0

20.0

25.0

30.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

100

300

500

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

○

△

×

10．今後の方向性・改善計画

評価結果 評価の理由、市民が考えた「私たちにできること」等

十分である 11.1% ・60歳以上の方が職場に増えた実感がある
・ターゲットを絞った案内ができてない
・60歳以上で働いてない方に就職支援フェアを教える
・一宮の企業を知る

どちらともいえない 22.2%

不十分である 66.7%

主担当部・課 関係課

活力創造部　産業振興課 福祉総合相談室

ハローワーク一宮等関係機関と連携し、周知方法等の改善を図りながら就労支援事業を進めていく。

事業名 見直しの内容

障害者特別雇用奨励金支給事業 産業振興課 ○ ★★ ★★

就職支援事業 産業振興課 ○ ★★

産業振興課 ○

★

奨学金返還サポート補助事業

障害者の就労、高年齢
者の継続雇用の推進

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★ ★

決算

10,793

8,074

346

387

生活困窮者自立相談支援事業 福祉総合相談室 ○ ★★ ★

若者の就職支援の拡大
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①

②

③

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

１．成果指標による評価

女性の活躍できる環境をつくります

100.0

目標値 個別

(2027) 評価

Ｄ

評価結果

8.4 Ｃ

↗ 94.5 96.3 86.7

30.0 Ａ↗ 11.3 48.0 31.3

低調

Ｃ

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

市民の体感指標（％）

性別に関係なく活躍の機会が与えられていると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

24.7 24.8

基準値

24.1

現状値

ｂ

Ｂａ

４．指標の分析 ６．進捗状況マトリクス

グ
ラ
フ

概ね良好

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・2022年10月に改正育児・介護休業法が施行されたこともあり、2023年には男性の育児休業の取得
率が大きく上昇したが、2024年は男女とも減少に転じた。男女ともに育児休業が取得しやすい環境整
備が求められている。また、社会全体としては依然として男女の不平等感が残っている。
・望むときに希望する職に就くための支援や、継続して就業するための支援などに加え、多様な働き
方ができる環境整備など、より一層ワーク・ライフ・バランスの推進が求められている。

５．施策評価

Ｃｂ

③
前年度から0.1ポイント低下でほぼ横ばいであるものの、目標値から大きく乖
離している。女性が希望するワーク・ライフ・バランスが保てる職を選択でき
るよう、多様な働き方ができる環境整備を推進していく必要がある。

Ｃｄ Ｃｃ Cｂ

BｂＢｄ Ｂｃ

　前年度から16.7ポイント減少したが目標値は達成している。2022年に育児・
介護休業法が改正され、男性が育児休業を取得しやすい仕組みが整ったことも
要因の一つと考えられるが、引き続き注視していく必要がある。

Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ Ａａ

Ｃａ
今回

前回

市民の
体感指標

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

②
　前年度から9.6ポイント低下しており、ここ数年では一番低い数値となっ
た。家庭の経済的要因、雇用形態の影響など、育児休業を取得しづらい要因が
考えられる。育児休業が取得しやすい環境整備を推進していく必要がある。

成果
指標

①

②

↗ 4.2 4.4 4.3

現状値
基準値

就職を希望する女性の就職率（％）

育児休業取得率（女性）（％）

育児休業取得率（男性）（％）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

グ
ラ
フ

①

方向 2023

③

施策21

10

20

30

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan4 活力を生みだす

85.0
90.0
95.0
100.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

0

5

10

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

10.0

30.0

50.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

○

△

×

10．今後の方向性・改善計画

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★ ★★

決算

0

761

809

773,915

女性のチャレンジ支援 女性再就職応援セミナー開催事業 政策課 ○ ★★ ★★★

保育園の施設整備事業 保育課 ○ ★★ ★★★

男女共同参画情報紙発行事業 政策課 ○ ★★★ ★★

認知症介護家族支援事業 高年福祉課 ○ ★★★

子育て支援課 ○

55,902

★★

放課後児童クラブ運営事業

○ ★★★ ★

63,463

12,600認定こども園の運営・整備助成事業

○ ★★★保育課私立保育園の運営・整備助成事業 ★★

保育課

○ ★★

★

特別保育事業（病児・病後児保育）

特別保育事業（延長保育）

★保育事業 保育課

★★★

1,429,840

61,937

★★

保育課 ○ ★★★ -

保育課 ★★★

★

★★

保育課 ○ ★★★ ★★★

保育課 ○ ★★★

○

保育課

放課後子ども教室事業

★★★

青少年課 ○ ★★

外割田保育園建設事業

43,835

ワーク・ライフ・バランス
の推進 ○

○

★★★

95,096

3,592,376

24,335

57,279

117,358

特別保育事業（休日保育）

特別保育事業（乳児保育）

保育課

特別保育事業（障害児保育）

評価結果 評価の理由、市民が考えた「私たちにできること」等

十分である 11.1% ・男性の育休取得者が増えている（短期でも）
・中小企業はまだまだ。大きな企業は少しずつ改善
・子どもの体調不良の時に、女性ばかりではなく男性も休んでみる
・子どもの体調不良で仕事を早退する時に、気持ちよく送り出してあげる

どちらともいえない 77.8%

不十分である 11.1%

事業名 見直しの内容

主担当部・課 関係課

総合政策部　政策課 高年福祉課、子育て支援課、保育課、青少年課

女性が活躍できる環境の整備に向けて、男女を問わず、働き方の選択肢を広げるとともに、働き方そのものの見直しや、男
性の家庭参画を後押しするなど、引き続き固定的な役割分担意識の変革やワーク・ライフ・バランスの推進をはかる。

○

△

×
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①

②

グ
ラ
フ

②

①

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

市民の
体感指標

　小規模農家の離農が進み農地の集積は進んでいるため、0.2ポイント上昇し
ており、目標値を達成している。

②

　3人増加したものの、目標値まで届かなかった。①

成果
指標

69.2 69.6 70.3

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）
・水田地帯では、直播による作期の分散、機械の更新により省力化を図ることで規模を拡大し経営の安定を図って
おり、騒音やほこり、農薬の散布に対する苦情が多く作業効率の悪い住宅地の農地は敬遠される。
・多くの初期投資が必要な稲作での新規参入は難しく、畑作（野菜）での参入においても、まとまった農地が少な
いことから園芸施設を利用するなど、面積あたりの収益率を高める必要があり新規参入は限定される。
・国による各種支援策については規模の大きい生産組織に重点を置いたものが多く、都市近郊の比較的小規模の農
業は置き去りになっている。
・急速な開発による優良農地の減少により営農意欲の減退が進んでいる。

４．指標の分析

Ｃｄ

市民の体感指標（％）

市内の農産物に愛着を感じている人の割合

Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

１．成果指標による評価

魅力があり持続的発展性のある農業を支援します

目標値 個別

(2027) 評価

概ね良好

評価結果

Ｂ

11.2 Ａ

15 Ｃ

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

現状値
基準値

グ
ラ
フ

概ね良好

ｂ

Ｂａ

５．施策評価

Ｂｂ

６．進捗状況マトリクス

ＢｂＢｄ

Ａｃ Aｂ Ａａ

Ｃａ
前回

今回

CｂＣｃ

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

Ｂｃ

現状値
基準値

農地の集積率（％）

新規就農者数（人）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

方向 2023

↗ 9.5 11.5 11.7

↗ 15 11 14

施策22

65

70

75

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan４ 活力を生みだす

9.0

10.0

11.0

12.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

10

15

20

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

農家の経営安定の推進

６次産業化・地産地消推進事業

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★★ ★★

決算

0

63

417

59

農地集積・集約化対策事業 農業振興課 ○ ★★★ -

農地の集積・集約化、
安心・安全な農産物の
推進

新規就農総合支援事業 農業振興課 ○ ★★ ★★★

地域農政総合推進事業 農業振興課 ○ ★★★ -

環境保全型農業直接支払補助事業 農業振興課 ○ ★★★

農業振興課 ○

13,095

★

残留農薬分析補助事業

担い手の確保と育成の
推進

○ ★★ ★

68

60一宮市女性農業者会議補助事業

○ ★★★農業振興課農業後継者育成補助事業 ★

農業振興課

★★★○

家畜防疫対策補助事業

農漁業近代化資金利子補給補助事業

はつらつ農業塾事業 農業振興課 817

農業振興課 ★

★★★農業振興課 ○ ★

農業振興課 ○269

0

2,615

284

★★★

★ ★

水田農業構造改革対策促進補助事業 農業振興課 ○ ★★ ★★

○ ★★★

事業名 見直しの内容

主担当部・課 関係課

活力創造部　農業振興課 ー

　農業従事者が高齢化しており、新たな担い手を育てなければならない。新たな担い手は「はつらつ農業塾」の研修を通し
て育成し、就農時や就農後の支援を充実することで確保していく必要がある。
　既存の農業者に対しては、コスト削減や規模拡大を図る積極的な農業者への支援や、農地の集積を推進することで経営体
質の強化を図る。
　また、市民に対しては「いちのみや野菜プロジェクト」を通して地産地消や地元農産物のPRを行う。
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①

概ね良好グ
ラ
フ

②

①

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

市民の
体感指標

　事業の進捗が図られたため、0.1ポイント上昇しており、目標値に向けて良
好に推移している。

①

成果
指標

66.9 69.1 70.6

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・毎年のように全国的に大規模な自然災害が多発しており、災害時の迅速な救援活動や物資の運搬、
その後の復旧に欠かせない緊急輸送道路のネットワーク強化が求められている。
・児童や園児の痛ましい交通事故が相次いでおり、歩行者が安全に安心して通行できる道路交通環境
の整備が求められている。
・道路ストックの老朽化が深刻になっており、定期的な点検による補修など効果的な道路管理が課題
となっている。

４．指標の分析

Ｃｄ Ｃｃ Ｃｂ

Ｂｄ Ｂｃ

基準値

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

幹線道路の整備を進めます

現状値

１．成果指標による評価

目標値 個別

(2027) 評価

65.2 Ａ

Ａ

評価結果

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

市民の体感指標（％）

幹線道路が整備されていると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

現状値
基準値

グ
ラ
フ

概ね良好

ｂ

Ｂａ

５．施策評価

Ａｂ

６．進捗状況マトリクス

前回・今回

Bｂ

Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ Ａａ

Ｃａ

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

市（周辺部）の都市計画道路の整備割合（％）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

方向 2023

64.2 64.5 64.6

施策23

65

70

75

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan４ 活力を生みだす

63.0

65.0

67.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

都市計画課 ○ ★★★ ★★★

道路課 ○

110

★★★

★★★ ★

★★★道路課

幹線道路整備事業（木曽川古知野線）
幹線道路の新設

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★★ ★

決算

167

34,470

4,959

73,721

国・県と連携した幹線道路整備促進事業（名岐道路）

国・県と連携した幹線道路整備促進事業（名鉄尾西線高架化） 都市計画課 ○

関係自治体等と連携した幹線道路整備促進事業（スマートインターチェンジ） 都市計画課 ○ ★★★

★

★★

国・県と連携した幹線道路整備促進事業（萩原多気線） 道路課 ○ ★★★ ★★

○ ★★★ ★★

244

870国・県と連携した幹線道路整備促進事業（新濃尾大橋）

○国・県と連携した幹線道路整備促進事業（北尾張中央道） ★★

道路課

幹線道路の改良

255,823

284,202

24,133

幹線道路舗装改良事業
幹線道路の保全

★★★道路課 ○ ★★★

国・県と連携した幹線道路整備促進事業（名古屋江南線） 道路課 120

橋梁保全事業

★★★

維持課 ○

○

★★★

歩道拡幅事業（西御堂線） 道路課 ○ ★★★ -

事業名 見直しの内容

主担当部・課 関係課

建設部　道路課 都市計画課、維持課

Ｒ7年度以降も目標の達成に向け、引き続き関係機関と連携を図り各事業を推進する。

61



①

②

③

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

子どもから青少年まで健全に育つ環境をつくります

１．成果指標による評価

20

目標値 個別

(2027) 評価

Ｄ↘ 26 72 41

118 Ｄ↗ 118 102 88

評価結果

30 Ａ

低調

Ｃ

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

市民の体感指標（％）

子どもたちが健全に育つ環境が整っていると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

26.4 28.9

基準値

29.5

現状値

ｂ

Ｂａ

概ね良好

Ａａ

Ｃａ
前回・今回

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・市民のライフスタイルや価値観の多様化、プライバシー意識の高まりなどにより、地域のつながり
が希薄化し、地域の子どもを育てる力が低下している。
・スマートフォンやインターネット等の普及により簡単に有害な情報を手に入れられるようになり、
見知らぬ他人との接触機会が生じるなど、未成年の非行や犯罪被害に多大な影響を及ぼしている。
・核家族化に少子化、疑似体験などの高度な情報化、SNSなどのコミュニケーションツールの浸透に
より、子どもたちが実際の体験活動を通して他者との交流を深める機会が少なくなっている。

５．施策評価

Ｃｂ

４．指標の分析 ６．進捗状況マトリクス

グ
ラ
フ

③
　子ども会数の減少のため、4回減少しているものの、目標値を達成してい
る。

Ｃｄ Ｃｃ Cｂ

ＢｂＢｄ Ｂｃ

　各学校のスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーが充実し、小
中学生の相談が減少したため、14人減少しており、目標値から大きく乖離して
いる。

Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ

市民の
体感指標

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

②
　学校・家庭・地域の連携による見守りや声かけなど地域ぐるみの取り組みに
より、31人減少（改善）しているものの、目標値から大きく乖離している。

成果
指標

①

②

↗ 14 52 48

現状値
基準値

子ども会事業の実施数（回）

初発型非行の検挙人数（人）

子ども・若者総合相談窓口の相談者数（人）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

グ
ラ
フ

①

方向 2023

③

施策24

20

40

60

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan5 未来の人材を育てる

0
40
80

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

10

35

60

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

80
90
100
110
120

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

○

△

×

10．今後の方向性・改善計画

子ども家庭相談課 ○ ★★ ★

青少年課 ○

8,907

★★

地域青少年育成会活動補助金事業

★

青少年健全育成事業 青少年課 ○ ★★

気軽に相談できる場の
充実

地域と共に行う啓発活
動

子どもたちが体験等を
通して成長できる場の
提供

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★ ★★

決算

7,271

14,227

2,206

1,660

子ども悩みごと相談事業

子ども・若者総合相談事業 青少年課 ○ ★★★

子ども会育成事業 子育て支援課 ○ ★★ ★★

432 ○ ★子育て支援課ジュニアリーダー養成事業 ★

評価の理由、市民が考えた「私たちにできること」等

十分である 0.0% ・悩みを解決する施策がない
・身の回りのコミュニティに参加
・道端であいさつをする
・問題意識の発信

どちらともいえない 55.6%

不十分である 44.4%

事業名 見直しの内容

評価結果

主担当部・課 関係課

子ども家庭部　青少年課 子育て支援課、子ども家庭相談課

　「子ども・若者総合相談窓口の相談者数」のうち、学校生活における相談は、スクールカウンセラー、スクールソーシャ
ルワーカーの充実により少なくなってきているが、卒業後も継続して支援が受けられるように、在学中に相談窓口の認知度
を高め、学校との連携を強化する体制を整えていく。また、社会人や親世代に対してもより積極的に相談事業をＰＲし、問
題の孤立化を防いでいく。
　その他についても、施策の実現に向けて、引き続き各事業を推進していく。

○

△
×
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①

　熱中症対策として必要性が高まっている屋内運動場への空調設備の整備な
ど、教育環境の質的整備が遅れているため、前年度現状地との比較、基準値と
の比較において、それぞれ2.4ポイント、6.4ポイント低下し、悪化している。

市民の
体感指標

　小学校1校、中学校1校において屋内運動場のトイレの洋式化率を実施したた
め、3.3ポイント上昇しており、目標値に向けて良好に推移している。

①

成果
指標

81.8 77.8 75.4

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・家庭において洋式トイレが主流になっている現状を踏まえ、洋式化率の向上が強く求められてい
る。
・近年の猛暑などから、県内他市町村においても屋内運動場や特別教室への空調設備の整備が進んで
いる。
・学校施設について、効率的な老朽化対策による長寿命化の推進が求められている。

４．指標の分析

Ｃｄ

Ｂｄ

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

学校教育施設を整備します

目標値 個別

(2027) 評価

１．成果指標による評価

グ
ラ
フ

②

①

現状値
基準値

屋内運動場のトイレの洋式化率が50％以上の学校の割合（％）

成果指標
20272024 2025 2026

良好

評価結果

Ａ

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

市民の体感指標（％）

学校の施設が快適だと思う小・中学生の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

現状値
基準値

グ
ラ
フ

悪化

ｄ

Ｂａ

５．施策評価

Ａｄ

６．進捗状況マトリクス

Ｂｂ

Ａａ
今回

96.7

Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａc Aｂ

100.0 Ａ

成果指標と体感指標の乖離

あり

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

前回

Ｃｃ Ｃｂ

Ｂｃ

Ｃａ

↗ 92.0 93.4

指標の

方向 2023

施策25

75

80

85

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan５ 未来の人財を育てる

90.0

95.0

100.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

64



７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

- -

○

35,149

★★

- -

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★★ ★

決算

58,121

0

36,932

22,581

学校施設の改築等の推進

学校施設の長寿命化の推進

シン学校プロジェクト事業

校舎改修（長寿命化改修）事業 教育部総務課 ○

教育部総務課 ○

空調設備維持管理事業 教育部総務課 ○ ★★★

教室改修事業 教育部総務課

○ ★★★ ★教育部総務課

教育環境の質的整備の
推進

トイレ改修事業

事業名 見直しの内容

主担当部・課 関係課

教育部　教育部総務課 ー

　屋内運動場への空調設備の整備など、教育環境の質的整備の推進や学校施設の長寿命化の推進により、児童生徒に安全で
快適な教育環境を提供していく。
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①

②

現状値
基準値

英語テストで８割以上正解できた児童の割合（％）

教員の情報機器活用研修の履修率（％）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

方向 2023

↗ 71.9 70.5 75.3

↗ 80.4 75.0 76.0

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ
前回

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Dｂ

Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ Ａａ

Ｃａ
今回

Ｂａ

５．施策評価

Ｃｂ

６．進捗状況マトリクス

Ｂｂ

現状値
基準値

グ
ラ
フ

概ね良好

ｂ

市民の体感指標（％）

特色ある教育活動が行われていると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

評価結果

Ｃ

85.0 Ｄ

80.0

目標値 個別

(2027) 評価

Ａ

１．成果指標による評価

特色ある教育活動を実施します

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

低調グ
ラ
フ

②

①

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

市民の
体感指標

2024年度に実施した英語テストで、8割以上正解できた児童が増えたため、4.8
ポイント上昇しており、目標値に向けて良好に推移している。

②

情報機器が小中学校に導入されて４年が経過し、教員が機器の基本的な操作に
慣れ、日々の授業で活用できるようになってきたため、1ポイント上昇してい
るものの、目標値から大きく乖離している。

①

成果
指標

15.5 14.5 15.2

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・学習指導要領に情報活用能力が言語能力等と同様に学習の基盤となる資質・能力と位置づけられた
ため、教職員も情報機器活用方法を身に着けて、日々の教育活動で活用していく必要がある。

４．指標の分析

Ｃｄ Ｃｃ Cｂ

Ｂｄ Ｂｃ

施策26

10

15

20

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan５ 未来の人財を育てる

60.0

70.0

80.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

70.0

80.0

90.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

66



７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

主担当部・課 関係課

教育部　学校教育課 教育部総務課

・生成AIや様々なアプリが登場し、新しい機能も次々と追加されている。また、次期学習指導要領では情報活用能力が今以
上に大切になる方向性が文部科学省より示されている。これらの使い方も含めたICT機器の活用法について研修を行い、子ど
もたちの学習活動の一層の充実を図ることができるよう、目標達成に向け引き続き各事業を推進していく。
・全小学校対象に、英語教育の充実が図られるよう、英語の学習指導法の研修を行い目標達成に向け引き続き各事業を推進
していく。

事業名 見直しの内容

★★★

サポートルーム設置事業 学校教育課 ○ ★★★ ★★★

教育支援センター運営事業

★★★

心の教室相談員配置事業 学校教育課 ○ ★★ ★★

○ ★★

学校教育課 ○ ★★

スクールソーシャルワーカー配置事業

一宮市スクールカウンセラー配置事業

特別支援協力員配置事業

★★

学校教育課 ○ ★★★ ★★

学校教育課 ★★

★★

★

学校教育課 ○ ★★

学校教育課 ○

学校教育課 ○

○ ★★

★★ ★★

10,901

18,593

学級生活調査委託事業

不登校対策推進事業 学校教育課 162

いじめ対策推進事業

○ ★★ ★★

6,851

2,742ステップアップ研修事業

○ ★★学校教育課訪問研修アドバイザー派遣事業 ★

学校教育課

笑顔で登校できる学級・
学校づくり

教員の指導力の向上

73

13,425

14,358

魅力あふれる学校づくり推進事業 学校教育課 ○ ★★★ ★★

正確かつ必要な情報通信技術（ICT）獲得のための教育の充実事業 学校教育課 ○ ★★★ ★★★

英会話指導講師・英語指導講師派遣事業 学校教育課 ○ ★★★

学校教育課 ○

41,932

★★

学校運営協議会の充実事業家庭・地域社会・学校
の連携強化

未来に生きる力の育成

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★★ ★★

決算

125,274

0

68,717

5,874

ＧＩＧＡスクール構想整備事業 教育部総務課 ○ ★★★ ★★

107,941

5,425

8,984
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①

②

Ａ

成
果
指
標

D

グ
ラ
フ

②

①

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

市民の
体感指標

　1団体が、審判・指導者講習会を中止したため、547人減少しているものの、
目標値に向けて良好に推移している。

②

　猛暑のため、夏期利用の縮小はあるものの、値は横ばいであり、目標値に向
けて良好に推移している。

①

成果
指標

28.5 28.7 29.1

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・コロナ禍を経て、スポーツの効能が再認識され、競技としてだけでなく、人との交流や生きがいづ
くり、人生をより豊かにするための活動として取組む人が増えている。
・猛暑による熱中症の増加に伴い、夏期のスポーツイベント開催は、対策を施した上で内容を見直し
て実施している。
・アジア競技大会（2026年）などのビッグスポーツイベントに向け，スポーツに対する興味・関心が
高まっている。

４．指標の分析

Ｃｄ

市民の体感指標（％）

スポーツに親しむ機会が多くあると思う人の割合

Ａｂ

６．進捗状況マトリクス

前回・今回

Ｂｂ

Ａｄ Ａｃ Ａｂ Ａａ

2023 2024 2025 2026
評価結果

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

１．成果指標による評価

する・みる・ささえるスポーツ活動を支援します

目標値 個別

(2027) 評価

Ａ

評価結果

Ａ

260.0 Ａ

3,200

良好

現状値

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

基準値

グ
ラ
フ

概ね良好

ｂ
2027

Ｃｃ Ｃｂ

Ｂｄ Ｂｃ Ｂａ

５．施策評価

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

Ｃａ

現状値
基準値

スポーツ指導者およびスポーツボランティア登録者数（人）

スポーツ活動をする市民の数（万人）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

方向 2023

↗ 986 2,551 2,004

↗ 175.5 213.2 213.2

施策27

25

30

35

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan５ 未来の人財を育てる

0

1,500

3,000

4,500

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

150.0

200.0

250.0

300.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

生涯スポーツの推進

各種スポーツ大会など
の観戦の推進

指導者の確保
8,205

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★★ ★★

決算

12,690

8,502

2,317

33,069

学校体育施設スポーツ開放事業 スポーツ課 ○ ★★ ★★★

競技スポーツの推進

スポーツ施設整備事業 スポーツ課 ○ ★★★ ★★★

市民大会開催事業 スポーツ課 ○ ★★ ★★

スポーツの普及・選手育成事業 スポーツ課 ○ ★★

スポーツ課 ○

199,312

★★

体育施設整備事業

○ ★★★ ★★

452,146

670生涯スポーツ振興事業

○ ★★★指定管理課指定管理施設整備事業 ★★

スポーツ課

12,690

★★★

○

○ ★★

ビッグプロジェクト等誘致推進事業

体育施設整備事業

地域スポーツ振興事業 スポーツ課 920

学校体育施設スポーツ開放事業

スポーツ課

スポーツ課

154,597

446

-

指定管理課 ★★

★★

-

スポーツ課 ○ ★★★

スポーツ課 ○

33,069

199,312

452,146

100

★★ ★★★

★★

スポーツ推進委員研修事業 スポーツ課 ○ ★ ★★

スポーツ指導者養成事業

★★★

スポーツ施設整備事業 スポーツ課 ○ ★★★ ★★★

○ ★★★

スポーツ課 ○ ★★

広域スポーツ大会運営補助事業

指定管理施設整備事業

○ -

事業名 見直しの内容

主担当部・課 関係課

活力創造部　スポーツ課 指定管理課

・スポーツイベントにおける熱中症対策などについて、安全・安心に開催できるように主催団体を支え、スポーツの振興を
はかる。
・「する・みる・ささえる」スポーツ活動を普及するため、より市民が参加しやすく楽しんでもらえるよう各事業を推進し
ていくとともに、トップレベルの大会等を誘致できるよう努める。
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①

②

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

市民の
体感指標

新型コロナウィルス感染症が５類に移行され、生活も日常に戻り、前年度より
15,701人増加しており、目標値を達成している。

②

新型コロナウィルス感染症が５類に移行され、生活も日常に戻ったが、復活す
ることが難しい団体もあるため、前年度から97人減少しており、目標値から乖
離している。

①

成果
指標

28.8 28.1 32.2

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・文化財関係では、コロナ禍が明けて生活が日常にもどり、従来通り祭礼等も実施されているが、担
い手不足などにより団体を継続するのが難しくなってきている保存会もある。
・新型コロナウイルス感染症が５類に移行され、生活も日常に戻り入館者が以前のように戻りつつあ
る。

４．指標の分析

Ｃｄ

Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ

グ
ラ
フ

②

①

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

歴史・文化に親しめる環境を整えます

１．成果指標による評価

目標値 個別

(2027) 評価

986 Ｄ

104,350 Ａ

低調

評価結果

Ｃ

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

市民の体感指標（％）

一宮市の歴史や文化・芸術に親しむ機会があると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

現状値
基準値

グ
ラ
フ

概ね良好

ｂ

５．施策評価

Ｃｂ

６．進捗状況マトリクス

Ｃａ
前回・今回

ＢａＢｂＢｄ Ｂｃ

Ｃｃ Cｂ

842

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

Ａｃ Ａｂ Ａａ

現状値
基準値

博物館等の入館者数および催事参加者数（人）

無形文化財・無形民俗文化財の保存を担っている人の数（人）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

方向 2023

↗ 94,864 95,001 110,702

→ 986 939

施策28

25

30

35

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Plan５ 未来の人財を育てる

90,000
95,000
100,000
105,000
110,000
115,000

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

800
850
900
950
1,000
1,050

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

★★

魅力ある催事の企画と
PRの推進

100

博物館管理課 ○

54,641

★★

歴史民俗資料館管理事業

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★ ★★★

決算

24,947

95,188

2,846

26,072

博物館展示事業 博物館管理課 ○ ★★

博物館管理事業 博物館管理課 ○ ★★ ★★

歴史民俗資料館展示事業 博物館管理課 ○ ★★

美術館展示事業 博物館管理課 ○ ★★ ★

○ ★★★ -

47,644

0生涯学習出前講座事業

○ ★博物館管理課美術館管理事業 ★★★

博物館管理課

一宮市美術展開催事業 生涯学習課 5,157

文化団体への各種事業委託事業 生涯学習課

★★

○

○

★★

★★

7,392

★★

博物館管理課 ★★

★

★★

生涯学習課 ○ ★

博物館管理課 ○

270

13,525

3,031

380

民俗芸能発表会事業

民俗芸能伝承保存補助事業

★

★★★

指定文化財管理事業 博物館管理課 ○ ★★★ ★★★

○ ★★

民俗芸能伝承推進事業

文化財保護補助事業

○ ★★★博物館管理課

事業名 見直しの内容

主担当部・課 関係課

活力創造部　博物館管理課 生涯学習課

博物館・美術館・資料館では、一宮らしい魅力ある展覧会や催し物の企画・実施を継続し、入館者数増加へ努力を続けてい
くとともに、Web等を活用した広報活動も3館が連携して実施する。
　文化財保護事業では、市内にある有形・無形の文化財を調査し、市民に広くその重要性を普及するとともに、将来にわ
たって保存・伝承できるよう、保護の体制を整える。

文化財の計画的な維持
管理
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①

②

方向 2023

↗ 15.3 15.3 15.3

↗ 1,589 1,235 1,029

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ
前回・今回

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Dｂ

Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ Ａａ

Ｃａ

Ｂａ

５．施策評価

Ｄｂ

６．進捗状況マトリクス

Ｂｂ

現状値
基準値

グ
ラ
フ

概ね良好

ｂ

市民の体感指標（％）

子育て世代が暮らしやすいまちづくりが出来ていると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

評価結果

Ｄ

Ｃ

1,800 Ｄ

15.5

１．成果指標による評価

現状値
基準値

若年層の人口構成比（％）

直近５年間の人口の社会増減累計（人）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の 目標値 個別

(2027) 評価

子育て世代に選ばれるまちをつくります

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

悪化グ
ラ
フ

②

①

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

市民の
体感指標

　若年人口は減少基調となっているが、市の総人口も概ね同じ割合で減少して
いるため、若年人口の割合は概ね横ばいである。

②

　2024年は前年と比べ、転入が減少したものの、転出も抑えられたため、前年
と比べほぼ横ばいの532人の社会増となった。これはコロナ前10年間の平均よ
り高い水準である。ただし5年累計では、コロナ禍を含むため、基準年度より
悪化している。

①

成果
指標

23.1 23.9 24.3

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・日本の総人口は、2024年には高齢化の進展による死亡者数の増加と、少子化の進展から、減少数、減少幅とも過去最大
となった。一宮市の人口も、社会増の基調は維持しているものの、自然減の拡大により減少傾向が続いている。
・国が地方創生を推進していることから、移住者（転入者）の獲得競争が激化している。一方で、東京都をはじめとする
首都圏の都県では社会増が加速しており、一極集中は解消していない。
・一宮市においても、首都圏に対しては転出超過である。

４．指標の分析

Ｃｄ Cc Ｃｂ

Ｂｄ Ｂｃ

施策１

15

20

25

30

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Management１ 人を呼び込む ～シティプロモーション～

10.0

15.0

20.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

500
1,000
1,500
2,000

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

○

△

×

10．今後の方向性・改善計画

主担当部・課 関係課

総合政策部　政策課
子育て支援課、保育課、青少年課、公園緑地課、教育部総務課、学校

教育課

　ウェブサイトやPR動画等を活用して、デュークス（DEWKs）に向け、一宮市の利便性や特色等の魅力をを発信すること
で、引き続き移住・定住を促進していく。

事業名 見直しの内容

★★★

放課後子ども教室事業 青少年課 ○ ★★ ★★

○ ★★★

正確かつ必要な情報通信技術（ICT）獲得のための教育の充実事業

空調設備維持管理事業 ★★

★

★★★

保育課 ○ ★★★

学校教育課 ○

★★

特別保育事業（病児・病後児保育） 保育課 57,279

特別保育事業（障害児保育） 保育課

子育て・教育環境のイ
メージの向上

特別保育事業（延長保育） 保育課

117,358

23,857

43,835

36,932

0

医療的ケア児保育事業

教育部総務課

○ ★★★ ★★★

3,592,376

24,335特別保育事業（休日保育）

○ ★★★保育課特別保育事業（乳児保育） ★

保育課

★★★

○

○ ★★★

★★★

○ ★★★ ★

１３８タワーパークイベント事業 公園緑地課 ○ ★★ ★★

いちのみやリバーサイドフェスティバル補助事業 公園緑地課 ○ ★★

子育て支援課 ○

95,096

★

放課後児童クラブ運営事業

知名度を上げるための
事業の展開

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★ ★★

決算

1,672

10,900

16,950

773,915

デュークス（DEWKs）に向けた戦略的な情報発信 デュークス（DEWKs）に向けた情報発信事業 政策課 ○ ★★ ★★★

評価結果 評価の理由、市民が考えた「私たちにできること」等

十分である 20.0% ・待機児童０は良い
・郊外は庭付き戸建てを手に入れやすいが、通学は自転車で大変
・中心地と郊外で差が大きい
・安全なまち教育に熱心なまちをPRする

どちらともいえない 30.0%

不十分である 50.0%
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①

② 主要観光イベントの来客者数（人）

一宮市の認知度（位）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

方向 2023

↗ 772,363 1,765,204 1,689,447

↘ 282 263 270

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Dｂ

Ｃａ

前回・今回

Ｃｂ

Ｂｄ Ｂｃ

Ｃｃ

現状値
基準値

グ
ラ
フ

概ね良好

ｂ
2023 2024 2025 2026

評価結果
2027

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

評価結果

Ｂ

180 Ｃ

2,200,000

概ね良好

目標値 個別

(2027) 評価

Ａ

訪れてみたいまち、交流が盛んなまちをつくります

現状値
基準値

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

１．成果指標による評価

Ｂａ

５．施策評価

Ｂｂ

６．進捗状況マトリクス

Bｂ

Ａｄ Ａｃ Ａｂ Ａａ

グ
ラ
フ

②

①

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

市民の
体感指標

　「一宮七夕まつり」会期中の天候不良や「BISHU FES.」におけるイベント開
催形式の変更のため、前年度現状値から75,757人減少しているものの、目標値
に向けて良好に推移している。

②

　2023年秋に東京ガールズコレクション地方創生プロジェクトを誘致して初開
催した「BISHU FES.」により認知度向上を見込んだが、影響は若年層に留ま
り、また、他のイベントも大きな影響を与えるまでには至らず、前年度現状値
よりも順位を7つ下げ、目標値から遠ざかっている。

①

成果
指標

14.6 16.4 17.8

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・全国的に自治体によるシティプロモーションは激化している。
・類似イベントの乱立とレジャーの多様化により、既存の祭りなどの来客数は減少傾向にある。
・一宮七夕まつりをはじめ屋外イベントは天候の影響により来客数は大きく左右される。
・基準値の時点では、2021年の市制100周年や中核市移行によりメディア・SNSなどで話題性が高
かった。
・コロナ禍を機に、イベントの廃止や縮小を含め実施方法等の見直しがされた。

４．指標の分析

Ｃｄ

市民の体感指標（％）

一宮市は魅力があるまちだと思う人の割合

Ａ

成
果
指
標

D

施策2

10

15

20

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Management１ 人を呼び込む ～シティプロモーション～

0
1,000,000
2,000,000
3,000,000

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

150
200
250
300

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

主担当部・課 関係課

活力創造部　観光交流課 広報課、都市計画課、公園緑地課

　SNSの活用のほか、メディアに取り上げてもらえるような魅力・話題性のある事業を行い、認知度の向上を図る。
　既存イベントの相互周知や、市および観光協会のウェブサイトでの積極的なPRにより、来場者の増加を図る。
　国際芸術祭「あいち2025」開催により高まった機運を継続していくためのアート要素を取り入れたイベントや、毛織物産
地「尾州」を全国へPRすることを目的とした「BISHU FES.」を継続して実施することで、認知度の向上と来客者の増加を図
る。

事業名 見直しの内容

★★ ★

-ミズベリング１３８事業

★★★

いちのみやフィルムコミッション事業 観光交流課 ○ ★ ★

○ ★★★

公園緑地課 ○ ★★

イベント実施団体等への補助事業

観光協会ウェブサイト事業

○ ★★★ ★★

観光交流課 ★★★

★★

★

広報課 ○ ★★

観光交流課 ○

2,924

644

1,364

5,026

まちなかウォーカブル推進事業

ウェブサイト等の運営事業

１３８タワーパークイベント事業 公園緑地課 10,900

いちのみやリバーサイドフェスティバル補助事業

都市計画課

公園緑地課

観光情報等の発信

市の新しい魅力発見の
ための観光資源の活用

○ ★★ ★★

5,199

31,500BISHU FES. 事業

○ ★観光交流課萩原チンドン祭り事業 ★

観光交流課

16,950

★★

○

○ ★★

○ ★★ ★★

一宮市びさい夏まつり事業 観光交流課 ○ ★★ ★

一宮イルミネーション事業 観光交流課 ○ ★★

観光交流課 ○

13,863

★★

一宮モーニングプロジェクト事業

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★★ ★★

決算

48,349

12,600

7,000

1,290

おりもの感謝祭一宮七夕まつり事業 観光交流課 ○ ★★ ★

魅力ある集客イベントの
開催

びさいまつり事業 観光交流課

70,540

69
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①

②

③

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

健全な財政運営に努めます

3.5

目標値 個別

(2027) 評価

１．成果指標による評価

Ａ

評価結果

98.0 Ａ

→ 3.5 3.4 3.5

91.0 Ａ→ 91.0 89.1 90.7

良好

Ａ

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

市民の体感指標（％）

健全な財政運営に努めていると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

10.8 9.9

基準値

11.4

現状値

ｂ

Ｃａ

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・経済状況は、コロナ禍後の経済活動の再開などにより回復傾向にあるが、原材料費の高騰や円安の
影響による物価の上昇、最低賃金の引上げなどから、先行きが不透明な状態が続いている。
・地方全体の地方交付税総額は、2019年度からは増加が続いている。
・市税の徴収率は、2009年度以降上昇を継続しており、滞納残高は着実に減少している。

５．施策評価

Ａｂ

４．指標の分析 ６．進捗状況マトリクス

グ
ラ
フ

概ね良好

③
　納税推進センターによる現年滞納分の早期催告、職員による債権差押や公売
等の滞納処分を強化したことにより、前年度実績値から0.1ポイント上昇して
おり、目標値に向けて良好に推移している。

Ｃｄ Ｃｃ Ｃｂ

前回・今回

ＢｂＢｄ Ｂｃ

　市税や地方交付税などの収入の伸びに対して、人件費や扶助費などの支出の
伸びが上回ったため、1.6ポイント上昇（悪化）しているものの、目標値を達
成している。

Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ Ａａ

Ｃａ

市民の
体感指標

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

②
　市税収入や各種交付金の増加に対して、緊急自然災害防止対策債などの償還
額の増加が上回っているため、0.1ポイント上昇（悪化）しているものの、目
標値を達成している。

成果
指標

①

②

↗ 97.5 97.8 97.9

現状値
基準値

市税徴収率（％）

実質公債費比率（３か年平均）（％）

経常収支比率（％）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

グ
ラ
フ

①

方向 2023

③

施策３

5

10

15

20

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Management２ 持続可能で未来につなげる

0.0
2.0
4.0
6.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

96

98

100

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

85.0
90.0
95.0
100.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★★ ★★

決算

19

0

6,334

109

行政評価事業 政策課 ○ ★★★ ★★

納税課 ○ ★★ ★★

行政改革推進事業 行政課 ○ ★★★ -

財務書類４表作成分析事業 財政課 ○ ★★

政策課 ○

316,994

★★

地方創生推進事業

計画的、効率的な財政運営

健全化判断比率等作成分析事業

○ ★★ ★★

245

38,498市税納税推進事業

○ ★★納税課納税啓発事業 ★★

納税課

財源の安定確保
滞納整理事業

★★財務書類４表作成分析事業 財政課

★★

6,334

0
財政状況の分析・開示

財政課

○ ★★

○ -

事業名 見直しの内容

主担当部・課 関係課

財務部　財政課 政策課、行政課、納税課

　景気回復や賃金の上昇に伴い税収は増加傾向が見られるものの、扶助費などの義務的経費の伸びに加え、物価高騰による
各種経費の増加や市場金利の上昇に伴う公債費の増加が見込まれる。また、今後は大規模な公共施設の更新も控えており、
指標は横ばいからやや悪化が想定される。「一宮市中期財政計画」の目標である財政調整基金の確保と市債残高の圧縮を通
じて、持続可能な財政運営に努めていく。
　また、今後も財源の安定確保のため、納税の啓発や滞納整理事業を継続していくとともに、事業の見直しによる削減及び
実施事業の厳選を行い、歳出の圧縮に努めていく。
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①

低調グ
ラ
フ

②

①

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

市民の
体感指標

　2024年度の延床面積は、縮減率は前年度現状値から変化はなかったが、次年
度以降の縮減率削減につながる取組として、財務部に普通財産として移管され
た旧中央看護専門学校・旧スケート場といった大型施設につき、全庁的な検討
を行うなかで、解体の方針を決定した。

①

成果
指標

40.0 42.9 43.0

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・2012年に発生した中央自動車道トンネルの天井板崩落事故がきっかけとなり、高度経済成長期に整
備された公共施設が一斉に更新時期を迎えることに対する世間の不安が高まっている。
・各自治体は、人口減少により税収の増加が見込めない中で、施設の維持管理経費の縮減、適正配置
及び長寿命化への対応等が求められている。
・総合管理計画策定の要請（総務省）を受けて、本市では2016年11月に「公共施設等総合管理計画」
を策定し、2021年3月に公共建築物の個別施設計画として「施設のあり方計画」を策定した。

４．指標の分析

Ｃｄ Ｃｃ Cｂ

Ｂｄ Ｂｃ

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

１．成果指標による評価

公共施設の適切な維持管理に努めます

目標値 個別

(2027) 評価

評価結果

Ｃ

0.9 Ｃ

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

市民の体感指標（％）

公共施設が適切に管理されていると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

現状値
基準値

グ
ラ
フ

概ね良好

ｂ

Ｂａ

５．施策評価

Ｃｂ

６．進捗状況マトリクス

Ｂｂ

Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ Ａａ

Ｃａ
前回・今回

成果指標と体感指標の乖離

なし

Da

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

現状値
基準値

公共建築物（企業会計を除く）の延べ床面積縮減率（％）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

方向 2023

0.0 0.1 0.1

施策４

35

40

45

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Management２ 持続可能で未来につなげる

0.0

0.5

1.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性
決算

0

0

0

公共施設の長寿命化対策の推進

大規模修繕や建替えの計画的な実施

統廃合や複合化による施設総量の縮減

公共施設等総合管理計画進捗管理事業 資産経営課 ○ ★★★ -

公共施設等総合管理計画進捗管理事業 資産経営課 ○ ★★★ -

公共施設等総合管理計画進捗管理事業 資産経営課 ○ ★★ -

事業名 見直しの内容

主担当部・課 関係課

財務部　資産経営課 ー

　政策的に必要な施設整備等による延床面積の増加は止むを得ない面があるが、「公共施設等総合管理計画」及び「施設の
あり方計画」について定期的な見直しを行い、今後も施設所管課とともに、遊休施設の解体や処分、公共施設等の複合化、
適正管理による延床面積の縮減を推進していく必要がある。
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①

②

③

②

↗ 35,000 42,700 59,100

現状値
基準値

キャッシュレス決済を利用した税の納付件数（件）

電子申請で受け付けた手続数（件）

オープンデータ公開件数（件）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

グ
ラ
フ

①

方向 2023

③

市民の
体感指標

オンライン申請可能な手続の増加及びオンライン決済可能な公金の増加のた
め、前年度現状値との比較、基準値との比較において、それぞれ9.9ポイン
ト、14.9ポイント上昇し、良好に推移している。

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

②
　行政手続きのオンライン化に関する啓発を実施した結果、前年度から194件
増加しており、目標値を達成している。

成果
指標

①

③
　固定資産税、軽自動車税のQRコード決済が開始されたため、前年度から
16400件増加しており、目標値を達成している。

Ｃｄ Ｃｃ Ｃｂ

前回

Ｂｂ

今回

Ｂｄ Ｂｃ

　オープンデータに関する啓発を行ったことにより、前年度から33件増加して
おり、目標値を達成している。 Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ Ａａ

Ｃａ

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・総務省が定めている「自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画」において、「オープン
データの推進・官民データ活用の推進」が取組事項の一つとして掲げられており、より一層オープンデータの公開
を進める必要がある。
・「デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律」において、書面の交付等を求める手続につい
て電磁的方法により行うことを可能としたことから、より一層、手続きのオンライン化を進める必要がある。
・多様化するライフスタイルに対応した収納方法を確保することで、納税者の利便性を向上させる必要がある。

５．施策評価

Ａａ

４．指標の分析 ６．進捗状況マトリクス

グ
ラ
フ

良好

Ｂａ

38.6

現状値

ａ

市民の体感指標（％）

一宮市のインターネット関連のサービスが充実していると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

23.7 28.7

基準値

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

良好

Ａ

Ａ

評価結果

36,000 Ａ

↗ 199 510 543

350↗ 300 355 549

250 Ａ

目標値 個別

(2027) 評価

１．成果指標による評価

情報通信技術（ICT）を積極的に利活用します

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

施策５

20

30

40

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Management２ 持続可能で未来につなげる

250
350
450
550

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

30000
40000
50000
60000

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

100

350

600

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

主担当部・課 関係課

総務部　情報システム課
地域DX戦略室、納税課、健康支援課、子育て支援課、保育課、図書館

管理課、会計課

　成果指標①のオープンデータ公開件数については、目標値を達成しているものの、引き続き公開の促進を行う。
　成果指標②の電子申請で受け付けた手続数については、目標値を達成しているものの、一層の市民の利便性向上を目指
し、今後も引き続き行政手続オンライン化を推進していく。
　成果指標③のキャッシュレス決済を利用した税の納付件数については、目標値を達成しているものの、一層の納税者の利
便性向上を目指し、今後も引き続き事業を継続していく。

事業名 見直しの内容

★★★

地域DX戦略室 -

★★★

地域DX戦略室 ○ ★★ -

会計課 ○ ★★★

○ ★★

図書館管理課 ○

★★

大学・民間企業との協働事業

14,531

533

0

0

利活用のできるオープンデータ公開事業

公金納付方法の多様化対応事業

オープンデータによる市
民等との協働

公立保育園業務支援システム運用事業 保育課

★★

23,379

★蔵書検索・予約システム運営事業

○

-

0

1,354子育て支援サイト・アプリ運用事業

○ ★★★健康支援課子育て支援サイト・アプリ運用事業 -

子育て支援課

収納方法拡大推進事業 納税課 ○ ★★ ★

テレビ電話による通訳サービス事業 情報システム課 ○ ★★★ ★★★

マイナポータル事業 情報システム課 ○ ★★★

情報システム課 ○

8,342

-

近未来技術活用事業

ICTを利活用した行政
サービスの推進

○ ★★★

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★ ★

決算

166,750

604

0

5,577

地域DX推進事業 地域DX戦略室 ○ ★★ -
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①

②

現状値
基準値

オープンデータ公開件数（件）

市公式ウェブサイトのアクセス件数（件）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

方向 2023

↗ 199 510 543

↗ 12,737,609 13,638,186

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

Ｃｃ Ｃｂ

Ｂｃ

Ｃａ
今回

12,442,987

Ａ

成
果
指
標

D

Ａｄ Ａｃ Ａｂ

15,300,000 Ｄ

Ｂａ

５．施策評価

Ｃａ

６．進捗状況マトリクス

前回

Ｂｂ

Aa

現状値
基準値

グ
ラ
フ

良好

ａ

市民の体感指標（％）

市からの情報を適切に入手できていると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

250 Ａ

低調

評価結果

Ｃ

１．成果指標による評価

目標値 個別

(2027) 評価

適切な情報発信を行います

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

　効果的な情報発信ができたため、前年度現状値との比較、基準値との比較に
おいて、それぞれ6.7ポイント、7.3ポイント上昇し、良好に推移している。

市民の
体感指標

　オープンデータに関する啓発を行ったことにより、33件増加しており、目標
値を達成している。

②

　前年は「BISHU FES.」を初開催しTGC関連イベントを行うなど全国な話題と
なりアクセス数が増えたため、前年と比較して1,195,199件減少しており、目
標値から大きく乖離している。

①

成果
指標

51.0 51.6 58.3

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・インターネットの普及により、行政情報を得る手段はウェブサイトによる検索が一般的になっている。
・AIブラウザ等、検索機能の向上により、必要なページにピンポイントにアクセスしやすくなっており、
　アクセス数（PV数）は減少傾向にある。
・若い世代を中心として、SNSを利用した積極的な情報発信が行われている。
・総務省が定めている「自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画」において、「オープン
　データの推進・官民データ活用の推進」が取組事項の一つとして掲げられており、より一層オープンデータの
　公開を進める必要がある。

４．指標の分析

Ｃｄ

Ｂｄ

グ
ラ
フ

②

①

施策６

45

50

55

60

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Management２ 持続可能で未来につなげる

0

300

600

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

10,000,000

15,000,000

20,000,000

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

○

△

×

10．今後の方向性・改善計画

関係課

総合政策部　広報課 地域DX戦略室、行政課

　アクセス件数について、積極的な情報発信等によりアクセス件数の上昇を目指す。
　オープンデータ公開件数については、目標値を達成しているものの、引き続き公開の促進を行う。

主担当部・課

事業名 見直しの内容

評価結果

行政文書の情報公開事業 行政課 ○ ★★★ ★

○ ★★★ ★

0

244行政文書の情報公開事業

○ ★★地域DX戦略室利活用のできるオープンデータ公開事業 -

行政課

知りたい行政情報を入
手できる環境整備の推
進

適切で説明責任を果た
す情報発信の推進

各種広報媒体の活用事業 広報課 ○ ★★★ ★

ＳＮＳによる情報発信事業 広報課 ○ ★★

行政課 ○

244

-

市資料コーナー事業

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★★ ★★

決算

2,924

57,652

0

161

ウェブサイト等の運営事業 広報課 ○ ★★ ★★

評価の理由、市民が考えた「私たちにできること」等

十分である 22.2% ・SNSで発信されている
・ウェブサイトは、情報量が多くて探すのが大変
・X、LINEに行き着くまでが大変
・面白そうな情報はリポストする

どちらともいえない 55.6%

不十分である 22.2%

○

△

×
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①

②

成果指標と体感指標の乖離

なし

Ｄａ

ｄ　←   体感指標   →　a

Ｄｄ Ｄｃ Ｄｂ

Ｃａ

前回

Ｂａ

５．施策評価

Ａｂ

６．進捗状況マトリクス

Ａｄ Ａａ

Ｃｃ Ｃｂ

Ｂc

今回

Bｂ

Ａｃ Ａｂ

グ
ラ
フ

概ね良好

ｂ

市民の体感指標（％）

市民と市が協力してまちづくりに取り組んでいると思う人の割合

2023 2024 2025 2026
評価結果

2027

無作為選出制度における名簿登録者の割合（％）

成果指標
20272024 2025 2026

指標の

方向 2023

市民との協働を進めます

目標値 個別

１．成果指標による評価

現状値
基準値

「一宮市SDGsパートナー制度」を通じた官民連携事業数（件）

第7次総合計画　2025年度　施策評価シート

8.1

評価結果

Ａ
良好

5

8.0 Ａ↗ 7.5 7.5

6 Ａ↗ 1 6

(2027) 評価

　前年度現状値との比較、基準値との比較において、数値上の変動が見られる
が、標本誤差を考慮して概ね良好に推移していると判断する。

市民の
体感指標

　制度そのものの認知度が増したことに加え、各登録団体との連携も深まった
ことにより、昨年から1件減ったものの、5件を維持し、評価は良好な結果と
なっている。

②

　無作為選出制度における名簿登録については隔年で実施しており、2024年度
は新たな名簿登録を行った。電子申請での応募も可能とするなど登録者の増加
を図り、前年度から0.6ポイント増となり、目標値を達成している。

①

成果
指標

23.7 20.0 21.2

３．外的要因（世論、自然環境、社会動向、民間・ＮＰＯ活動等）

・少子高齢化の進展や防犯・防災など地域課題が増大・多様化し、全てを行政サービスで対応するこ
とは困難である。
・定年退職者等の「能力も時間もある市民」が増えており、地域での活躍が期待されている。
・災害支援等でボランティアやNPOの活動が世間に認知されてきている。
・新型コロナウイルス感染症も落ち着き、町内会活動も再開され、新たにNPO活動を始める団体が出
てきたりするなど、以前の状況に戻りつつある。

４．指標の分析

Ｃｄ

Ｂｄ

Ａ

成
果
指
標

D

２．市民の体感指標による評価（アンケート調査）

現状値
基準値

グ
ラ
フ

②

①

施策７

15

20

25

30

基準値 2023 2024 2025 2026 2027

Management２ 持続可能で未来につなげる

0

5

10

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値

6.0
7.0
8.0
9.0

基準値 2023 2024 2025 2026 2027 目標値
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７．施策実現に向けて実施した事業（実施計画に掲載した事業）とその評価結果

８．大幅な見直しを行う事業（７．の「必要性」欄が「要検討」の事業）

９．市民の意見

10．今後の方向性・改善計画

主担当部・課 関係課

総合政策部　政策課 広報課、市民協働課、都市計画課

　2021年11月に一宮市SDGsパートナー制度を設立し、SDGsを軸にした官と民、民と民など様々なステークホルダーとの連
携を促すことで、市民活動の活発化を図るととに、市民の行政に対する関心を高めていく。

事業名 見直しの内容

市民向け講習会開催事業 市民協働課 ○ ★★★
協働意識の醸成

○ ★★

21

市民協働課市民活動サポート補助金事業

広報課

市政への参加の仕組み
づくり

まちづくり活動への支援 地域づくり協議会推進事業 市民協働課 ○

★★

ウェブサイト等の運営事業 広報課 ○ ★★

市民協働課 ○

109,950

★★

市民活動支援センター運営事業

★★

-0

103

事業展開の方向性 事業名 担当課
事業評価結果

必要性 有効性 効率性

★★ ★★

決算

212

206

2,924

12,811

まちづくりに関する情報共有

まちづくり子ども出前事業 政策課 ○ ★★ -

784

9,092

0

★★★

★★

★

★★★

○ ★★★

○ ★★

○

○ ★★★

ＳＤＧｓ推進事業 政策課

政策課

無作為選出による市民参加制度運用事業 政策課

★★★産学官連携事業

市民意見提出制度運用事業 -

アダプトプログラム推進事業 都市計画課 ○ ★★ ★★
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参考 アンケート調査（市民の体感指標）の標本誤差について 

アンケート調査を行う場合、全母集団を対象とすることが望ましいですが、実際はその手

間や費用を考慮して適切な数を抽出し調査を行います。そのため、アンケートの回答結果に

誤差が生じます。それを標本誤差といい、次の計算式によって算出できます。 

なお、k は信頼率による定数で、一般的に信頼率95％とすることが多く、その場合 k＝

1.96となります。信頼率95％とは、100回同じ調査を行えば、95回はその標本誤差の

範囲内に収まるという意味です。 

例えば、「あなたは携帯端末を持っていますか。」というアンケート調査を、380,000人

の市民の方から無作為に3,000人を選んで実施して、ｎ:有効回答数が1,600人、「はい」

と回答した割合が82.0％であった場合、Ｍ:380,000、ｐ:0.82、ｋ:1.96を当てはめて計

算すると、標本誤差は約 1.88％となります。約±1.88％の誤差を生じることとなります

ので、その回答は（95％の確率で）80.12％～83.88％（82±1.88％）の範囲内となり

ます。 

（注）同じ設問を経年的に調査するときなどは、この標本誤差を踏まえて分析する必要があ

ります。本市の行政評価においては、市民の体感指標ごとに標本誤差を考慮した評価

および分析を実施しています。 

（Ｍ－ｎ）

（Ｍ－１）

　Ｍ：母集団 ｎ：有効回答数

　ｋ：信頼率による定数(※) ｐ：回答比率

※一般的に信頼率95％とすることが多く、その場合、k＝1.96となる。

（標本誤差） ×＝ ｋ
ｐ（１－ｐ）

ｎ
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１．指標数値の算出方法

■５つのプラン

プラン 施策 指　標 算 出 方 法

健康寿命（平均自立期間）の延伸（男
性）

日常生活動作が自立している期間の平均

健康寿命（平均自立期間）の延伸（女
性）

日常生活動作が自立している期間の平均

精密検査受診率
胃がん・子宮頸がん・肺がん・乳がん・大腸がんの各がん検診精
密検査受診者数の合計／各がん検診要精密検査数の合計×
100

健康の維持、増進に取り組める環境が
整っていると思う人の割合

市民アンケート調査で「生活習慣・運動習慣の改善に取り組んだ
り、各種健診や予防接種を受ける環境が整っている」と答えた人
数／アンケート回答総数（※）×100

待機児童数（保育園） 各年４月１日の保育園の待機児童数

待機児童数（放課後児童クラブ） 各年５月１日の放課後児童クラブの待機児童数

乳幼児健康診査の受診率
４か月・１歳６か月・３歳児の各健康診査受診者数の合計／当該
健康診査対象者数の合計×100

安心して子育てができていると思う人の
割合

市民アンケート調査で「自分の家庭では、安心して子育てができ
ている」と答えた人数／アンケート回答総数（※）×100
※家庭に中学生以下の子どもがいる人対象

市立病院の医師の充足率 各年４月１日の医師数／各年４月１日の必要な医師数×100

市立病院の看護職員の充足率
各年４月１日の看護職員数／各年４月１日の必要な看護職員数
×100

地域医療機関から市民病院への紹介率 他の医療機関からの紹介患者数／初診患者数×100

必要な時に必要な診察や治療を受ける
ことができていると思う人の割合

市民アンケート調査で「市内の医療機関で必要な時に必要な診
察や治療を受けることができている」と答えた人数／アンケート回
答総数×100

認知症サポーター養成講座の累積受講
者数

平成20年度以降の認知症サポーター養成講座の累積受講者数

地域の高齢者が出かけたくなるような通
いの場の箇所数

おでかけ広場、ふれあいクラブ、ふれあい・いきいきサロン、地域
の通いの場の箇所数

65歳以上で介護サービスを利用してい
る人の割合

各年度９月に介護サービス（居宅、施設、地域密着型、総合事業
（平成29年度以降））を利用した65歳以上の人数／各年度９月末
現在の65歳以上の人口×100

高齢者への福祉サービスが整っている
と思う人の割合

市民アンケート調査で「安心して暮らすことができる高齢者福祉
サービスが整っていると思う」と答えた人数／アンケート回答総数
（※）×100

グループホームで生活している障害者
の人数

障害福祉課で把握している各年度３月における当該施設の利用
者数

民間企業等へ就職した障害者の人数
愛知県で把握している、障害者施設から県内の民間企業等へ就
職した市内の障害者数

療育支援を受けている障害児の人数
障害福祉課で把握している各年度３月における障害児通所支援
事業の利用者数

障害者への福祉サービスが整っている
と思う人の割合

市民アンケート調査で「障害者への福祉サービスが整っていると
思う」と答えた人数／アンケート回答総数（※）×100
※障害者および周りに障害者がいる人対象

市民一人あたりの一日分のごみの排出
量

１年間のごみと資源の総搬入量・回収量／年間日数／人口

ごみのリサイクル率
資源化量（収集資源・町内回収資源・集団回収・拠点回収・中間
処理）／１年間のごみと資源の総搬入量・回収量

最終処分場の利用可能残余年数 前年度末処分場残容量（㎥）／各年度埋立予定量（㎥）

ごみの適正な分別やリサイクルが行わ
れていると思う人の割合

市民アンケート調査で「ごみの適正な分別やリサイクルが行われ
ている」と答えた人数／アンケート回答総数×100

温室効果ガス排出量（二酸化炭素換算）

一宮市地球温暖化対策実行計画（区域施策編）および国が定め
る策定マニュアルに基づき算出
※国、県の公表データに基づき算出するため、表示年度と実績年
度は異なります。

地球温暖化防止に対する意識が市民に
浸透していると思う人の割合

市民アンケート調査で「地球環境にやさしい生活が意識されてい
る」と答えた人数／アンケート回答総数×100

８ 環境に関する講座などの開催回数 環境学習講座など環境に関連した学習機会の回数
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プラン 施策 指　標 算 出 方 法

エコスクール運動参加者の環境意識向
上度

エコスクール運動アンケート調査で「以前より『地球にやさしい行
動』をするようになった」と答えた児童数÷アンケートに答えたエコ
スクール運動参加校でアンケートに答えた児童数×100

環境問題を学習したり講座等を受講した
ことがある人の割合

市民アンケート調査で「環境問題を学習したり、講座や講演を受
講したことがある」と答えた人数／アンケート回答総数×100

都市公園面積 公園緑地課で集計する都市公園一覧表から算出

水辺空間を活用したイベントの参加者数
および施設の利用者数

１３８タワーパークのイベント期間中の入園者数と、木曽川河川敷
の公園のイベント参加者および施設利用者数の合計

水と緑に親しめる場やイベントがあると
思う人の割合

市民アンケート調査で「水と緑に親しめる場やイベントがあると思
う」と答えた人数／アンケート回答総数×100

ポイ捨てごみの清掃活動の参加人数 環境政策課で把握している清掃活動の参加人数

典型７公害の苦情件数
大気汚染、水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下、悪臭の
公害を受けた市民からの相談件数

下水道普及率 下水道供用開始区域内の人口／人口×100

生活環境が良好であると思う人の割合
市民アンケート調査で「自分の住んでいる地域の、生活環境が良
好であると思う」と答えた人数／アンケート回答総数×100

住宅の耐震化率
新耐震基準で建設された住宅および旧耐震基準の住宅で耐震補
強した住宅の総数／住宅総数

木造住宅解体工事費の補助件数 木造住宅解体費を補助した件数

空き家率 総務省「住宅・土地統計調査」での空き家率（５年ごとに把握）

住宅の耐震化や空き家対策が行われて
いると思う人の割合

市民アンケート調査で「耐震化への支援や空き家対策がなされて
いる」と答えた人数／アンケート回答総数×100

市内バスの年間利用者数
市内を運行しているバス（名鉄バス、　－バス）の利用者数の各
年度の合計

市内の公共交通網が充実していると思
う人の割合

市民アンケート調査で「市内のバスや鉄道などの公共交通網が
充実していると思う」と答えた人数／アンケート回答総数×100

歩行者・自転車関連の交通事故件数 市内における、歩行者・自転車が関連した交通事故の発生件数

歩行者や自転車が、安心して通行でき
ていると思う人の割合

市民アンケート調査で「普段利用している道路が、歩行者や自転
車が安心して通行できていると思う」と答えた人数／アンケート回
答総数×100

基幹管路の耐震管率 基幹管路耐震管延長／基幹管路総延長×100

主要橋梁の耐震化率 耐震対策済橋数／主要橋梁の橋数×100

ガス管の耐震化率
震度６程度の地震に耐えられる低圧管の延長／低圧管の総延長
×100

災害に強いまちづくりができていると思う
人の割合

市民アンケート調査で「一宮市は災害に強いまちづくりができてい
ると思う」と答えた人数／アンケート回答総数×100

自主防災リーダー研修会の累積修了者
数

平成２１年度以降の自主防災リーダー研修会の累積修了者数

あんしん・防災ねっと登録件数および一
宮市防災ツイッターフォロワー数

あんしん・防災ねっとの緊急メール登録件数と一宮市防災ツイッ
ターのフォロワー数の合計

地震や風水害の備えができていると思う
人の割合

市民アンケート調査で「家庭で、地震や風水害の備えをしている」
と答えた人数／アンケート回答総数×100

消火・消防訓練実施率（町内会単位）
防火防災訓練実施届出書に基づく訓練を実施した町内会の数／
全町内会数×100

応急手当の実施率

バイスタンダーCPR（※）実施件数／心肺停止傷病者搬送人数
（救急隊による目撃を除く）×100
※救急現場に居合わせた人（発見者、同伴者等）が、心肺蘇生法
を行い応急手当をすること

消防・救急体制が整っていると思う人の
割合

市民アンケート調査で「消防・救急体制が整っていると思う」と答
えた人数／アンケート回答総数×100
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プラン 施策 指　標 算 出 方 法

交通事故による死者数 各年末の交通事故による死者数

交通事故による負傷者数 各年末の交通事故による負傷者数

運転免許証を自主返納した高齢者数
各年度末の市民協働課での高齢者運転免許証自主返納支援事
業申請書の受理人数

交通事故の危険を感じることなく生活で
きている人の割合

市民アンケート調査で「自分の住んでいる地域で、交通事故の危
険を感じることなく生活できている」と答えた人数／アンケート回
答総数×100

犯罪発生件数
各年末の刑法犯（殺人、強盗、窃盗などの刑法上の犯罪）の認知
件数

町内会等が設置した防犯カメラの台数 各年度末における町内会等が設置した防犯カメラの台数

自主防犯パトロール隊の結成数 一宮市民パトロール隊に登録している団体数

犯罪への不安を感じることなく生活でき
ている人の割合

市民アンケート調査で「自分の住んでいる地域で、犯罪の不安を
感じることなく生活できている」と答えた人数／アンケート回答総
数×100

中小企業振興融資の助成件数
中小企業振興融資を実行した事業者に対し、信用保証料の一部
を助成した件数

法人数 市税統計で公表される法人総数

奨励金を交付した企業の新増設の累積
件数

新設・増設をした事業者に対し、企業立地奨励金を交付した件数

既存産業や次世代産業が育っていると
思う人の割合

市民アンケート調査で「既存産業や次世代産業が育っていると思
う」と答えた人数／アンケート回答総数×100

就職支援フェア来場人数 就職支援フェアの各種相談やセミナー、説明会に参加した人数

市内の企業で働いている60歳以上の高
年齢者の割合

各年度４月１日現在就労している60歳以上（臨時職員含む）の人
数／各年度４月１日に就労している人（臨時職員含む）の人数×
100（各種商工業団体、商工会議所、商工会に加入している企業
にアンケート調査を実施）

就労支援を必要とする人への支援がな
されていると思う人の割合

市民アンケート調査で「就労支援を必要とする人に対して支援が
なされていると思う」と答えた人数／アンケート回答総数（※）×
100

育児休業取得率（男性）

市内の事業所を対象にしたアンケート調査で、対象となる子を養
育している男性従業員のうち、育児休業を取得した人の割合（各
種商工業団体、商工会議所、商工会に加入している企業にアン
ケート調査を実施）

育児休業取得率（女性）

市内の事業所を対象にしたアンケート調査で、対象となる子を養
育している女性従業員のうち、育児休業を取得した人の割合（各
種商工業団体、商工会議所、商工会に加入している企業にアン
ケート調査を実施）

就職を希望する女性の就職率
ハローワーク一宮での職業相談業務にて受け付け、就職できた
女性の数／相談業務にて受け付けた女性の数×100

性別に関係なく活躍の機会が与えられ
ていると思う人の割合

市民アンケート調査で「性別に関係なく活躍の機会が与えられて
いると思う」と答えた人数／アンケート回答総数（※）×100

新規就農者数
認定新規就農者、新規認定農業者、新規家族経営協定による就
農数の合計

農地の集積率
利用権・中間管理権・特定農作業受委託契約で設定され集積さ
れた面積（㎡）／全農地面積（㎡）×100

市内の農産物に愛着を感じている人の
割合

市民アンケート調査で「市内の農作物に愛着を感じている」と答え
た人数／アンケート回答総数×100

市（周辺部）の都市計画道路の整備割
合

市（周辺部）の都市計画道路の整備済延長（ｍ）／市（周辺部）の
都市計画道路の計画延長（ｍ）×100

幹線道路が整備されていると思う人の
割合

市民アンケート調査で「幹線道路が整備されていると思う」と答え
た人数／アンケート回答総数×100
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プラン 施策 指　標 算 出 方 法

子ども・若者総合相談窓口の相談者数
子ども・若者総合相談窓口で受けた電話・面談・訪問相談のうち
対象者が30歳未満である場合の相談者の実人数（継続の相談者
は、１回のみ計上）

初発型非行の検挙人数
一宮警察署管内の非行少年等の補導概況のデータのうち、刑法
犯少年の初発型非行の４罪種（万引き・オートバイ盗・自転車盗・
占有離脱物横領）の検挙人数

子ども会事業の実施数
一宮市児童育成連絡協議会が関連する子ども会事業およびジュ
ニアリーダー事業での各種行事、研修会、派遣等の実施数の合
計

子どもが健全に育つ環境が整っていると
思う人の割合

市民アンケート調査で「子ども（孫）が、健全に育つ環境が整って
いると思う」と答えた人数／アンケート回答総数（※）×100

屋内運動場のトイレの洋式化率が50％
以上の学校の割合

屋内運動場のトイレの洋式化率が50％以上の市立小中学校数／
市立小中学校数（61校）×100

学校の施設が快適だと思う小・中学生の
割合

小学５・６年生および中学生対象の生活などの調査で「学校の校
舎や屋内運動場は、快適だと思う」と答えた児童・生徒数／アン
ケート回答総数×100

教員の情報機器活用研修の履修率
研修を履修した教職員数／総教職員数×100（各年度ごとの集
計）

英語テストで８割以上正解できた児童の
割合

英語テストで８割以上正解できた小学３・４年生の児童数／小学
３・４年生の全児童数×100

特色ある教育活動が行われていると思
う人の割合

市民アンケート調査で「子どもの通う学校で、特色のある教育活
動が行われていると思う」と答えた人数／アンケート回答総数
（※）×100

スポーツ活動をする市民の数 市内の公共スポーツ施設の利用者数

スポーツ指導者およびスポーツボラン
ティア登録者数

資格取得のための講習会参加者数、スポーツ指導者数、ボラン
ティア登録者数の合計

スポーツに親しむ機会が多くあると思う
人の割合

市民アンケート調査で「スポーツをしたり、観たり、スポーツをする
人を支援するなど、スポーツ活動に触れる機会が多くあると思う」
と答えた人数／アンケート回答総数×100

無形文化財・無形民俗文化財の保存を
担っている人の数

愛知県・一宮市指定文化財における保存会および一宮市民俗芸
能連盟加盟団体である保存会の人数

博物館等の入館者数および催事参加者
数

博物館・三岸節子記念美術館・尾西歴史民俗資料館・木曽川資
料館の年間入館者数、「一宮市美術展」・「いちのみや民俗芸能
のつどい」をはじめとする文化団体委託事業・民俗芸能伝承推進
事業の出品者・出演者・観覧者数、市民美術教室・生涯学習出前
講座（博物館・三岸節子記念美術館・尾西歴史民俗資料館受付
分）の参加者数、市民美術教室・生涯学習出前講座の参加者数
の合計

一宮市の歴史や文化・芸術に親しむ機
会があると思う人の割合

市民アンケート調査で「市の歴史や文化・芸術に触れる機会があ
る」と答えた人数／アンケート回答総数×100
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■２つのマネジメント

マネジ
メント

施策 指　標 算 出 方 法

直近５年間の人口の社会増減累計
直近５年間の社会増減数（各年12月31日現在の年間転入者数－
年間転出者数）の累計

若年層の人口構成比
一宮市の年齢別人口のうち、25～39歳の市民の割合（各年４月１
日時点）

子育て世代が暮らしやすいまちづくりが
出来ていると思う人の割合

市民アンケート調査で「一宮市は子育て世帯に住みたいと思われ
るまちづくりが出来ていると思う」と答えた人数／アンケート回答
総数×100

一宮市の認知度
「地域ブランド調査　ハンドブック」の「調査全国ランキング（認知
度）」での一宮市の順位

主要観光イベントの来客者数

「おりもの感謝祭一宮七夕まつり、濃尾大花火、国営木曽三川公
園三派川地区センターイベント（年４回）、びさいまつり、チンドン
祭り（年２回）、ホワイトイルミネーション、一豊まつり」の７つの各
イベントの来場者数の合計

一宮市は魅力があるまちだと思う人の
割合

市民アンケート調査で「一宮市が市外から人が訪れたくなる魅力
のあるまちだと思う」と答えた人数／アンケート回答総数×100

経常収支比率
経常経費充当一般財源等／（経常一般財源等歳入合計＋減収
補てん債特例分＋臨時財政対策債）×100

実質公債費比率（３か年平均）

(Ａ＋Ｂ)－(Ｃ＋Ｄ)
　　　　　Ｅ-Ｄ
Ａ：地方債の元利償還金
Ｂ：地方債の元利償還金に準ずるもの
Ｃ：ＡとＢに充当される特定財源
Ｄ：ＡとＢに係る普通交付税の基準財政需要額に算入された額
Ｅ：標準財政規模

市税徴収率 （市税収入額－還付未済額）／市税調定額×100

健全な財政運営に努めていると思う人
の割合

市民アンケート調査で「一宮市は無駄遣いを減らして適切にお金
を使っていると思う」と答えた人数／アンケート回答総数×100

公共施設の延べ床面積縮減率
「施設のあり方計画」等に記載されている延べ床面積（令和2年度
末）からの縮減率

公共施設が適切に管理されていると思う
人の割合

市民アンケート調査で「公共施設が適切に管理され、利用しやす
い」と答えた人数／アンケート回答総数×100

オープンデータ公開件数 オープンデータカタログサイトで公開したオープンデータの件数

電子申請で受け付けた手続数
ぴったりサービス、あいち電子申請・届出システム及びLoGo
フォームにて受付を実施した手続数

キャッシュレス決済を利用した税の納付
件数

キャッシュレス決済を利用した市税等の納付件数

一宮市のインターネット関連のサービス
が充実していると思う人の割合

市民アンケート調査で「市のインターネット関連のサービスが充実
していると思う」と答えた人数／アンケート回答総数×100

市公式ウェブサイトのアクセス件数 市公式ウェブサイト内への総アクセス件数

オープンデータ公開件数 オープンデータカタログサイトで公開したオープンデータの件数

市からの情報を適切に入手できていると
思う人の割合

市民アンケート調査で「広報紙やインターネットなどを活用して、
必要な情報を入手できている」と答えた人数／アンケート回答総
数×100

無作為選出制度における名簿登録者の
割合

無作為選出制度（※）の登録者数／無作為選出制度の登録案内
数×100
※市民参加の推進のため、会議への参加等や、各種委員への委
嘱等を、無作為に選出した市民にお願いする制度

「一宮市SDGｓパートナー制度」を通じた
官民連携事業数

「一宮市SDGsパートナー制度」のパートナー、サポーターと市が
連携して行った講座や研修、イベントなどの数

市民と市が協力してまちづくりに取り組
んでいると思う人の割合

市民アンケート調査で「市民と市が協力してまちづくりに取り組ん
でいると思う」と答えた人数／アンケート回答総数×100
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